
社会保険新組織の実現に向けた有識者会議（第13回）  

平成19年4月3日（火）  
18時00分 ～19時40分  
厚生労働省 専用第22会議室  

議 事 次 第  

1． 開会  

2．  議事  

（1）社会保険庁改革関連法案について   

①日本年金機構法案の概要（資料ト1～ 資料ト4）  

②国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を  
改正する法律案の概要（資料2－1～ 資料2－5）  

（2）今後の社会保険庁改革の取組について  

①「社会保険庁は変わります」宣言（Part3）（資料3）  

②社会保険庁改革リスタートプラン（資料4）   

③業務改革プログラムの改定（資料5）   

④業務改革プログラムのフォローアップ（資料6－1、資料6－2）  

（3）年金の記録管理について（資料7－1、資料7－2）  

（4）新組織の実現に向けて（とりまとめ）（資料8）  

3． 閉会   



資料1－1  

日本年金機構法案の概要～社会保険庁の廃山解体と年金新法人の設立～  

1．年金新法人の組織等  

日本年金機構  

非公務員、民間的な勤務条件  

厚生労働大臣が直接的に管理監督し、事業計画・予算を認可、  

業務改善命令等  

平成22年4月までにおいて政令で定める日（平成22年1  

月を予定）   

同時に、社会保険庁を廃止  

○名称  

○役職員  

○国の監督  

○設立  

2．国と新法人の役割  

○国は、公的年金に係る財政責任・管理運営責任   

一年金特別会計を備え、保険料徴収・年金の支払は国の歳入・歳出  

・年金手帳及び年金証書は、国（厚生労働大臣）の名義  

○法人は、厚生労働大臣から委任を受け、その直接的な監督下で、公的年金   
に係る一連の運営業務  

3．強制徴収の委任  

○保険料の滞納処分は、厚生労働大臣の一定の監督の下で、法人に委任  

○厚生労働大臣は、悪質な滞納者に対する滞納処分について必要があると認   

めるときは、法人からの申し出に基づき、滞納処分の権限を、財務大臣を   
通じて国税庁長官に委任  

4．民間へのアウトソーシングの堆進（振り分けのための第三者機関）  

○次の事項について、学識経験者の意見を聞いた上で、政府が基本計画を閣   
議決定   

一新法人が自ら行う業務と委託する業務との区分その他の委託の推進につ  

いての基本的事項  

・法人の職員の採用についての基本的事項  

5．職員の採用（採否審査のための第三者機関）  

○法人の設立委員が、労働条件及び採用基準を提示し、職員を募集  

○設立委員は、人事管理の学識経験者の意見を聴いて、採否を決定   



資料1－2  

日本年金機構法案の概要  

○公的年金制度は、全国民の強制加入を前提に、世代間扶養と所得再分配を行う   

仕組みであり、安定的な運営のためには、国民の信頼に応えることができる事   

業運営体制が不可欠である。  

○このため、社会保険庁を廃止し、厚生労働大臣が公的年金に係る財政責任・管   

理運営責任を担うこととする一方、新たに非公務員型の年金公法人を設置し、   

厚生労働大臣の直接的な監督の下で、一連の運営業務を担わせることとする。  

○この年金公法人においては、   

一能力と実績に基づく職員人事の徹底  

・民間企業へのアウトソーシングの推進   

等により、サービスの向上及び効率的かつ効果的な業務遂行の実現を図る。  

Ⅱ．法人の組織等  

1．名称  

日本年金機構   

乙 役員   

○理事長、副理事長、理事、監事を置く   

○理事長及び監事は、厚生労働大臣が任命   
副理事長及び理事は、理事長が厚生労働大臣の認可を受けて任命   

3．理事会   

○法人の運営に係る重要事項を審議し、決定する。   

生二役職員の地位等   

○役職員は、非公務員とする。（刑法等の罰則の適用は、公務員とみなす。）   

○役職員又は役職員であった者には、秘密保持義務を課す。   

○役職員の報酬又は給与は、勤務成績等が考慮されるものでなければならない。   

○役職員は、保険料により運営される年金事業の意義を自覚し、強い責任感を持  

って、誠実かつ公正に職務を遂行する旨の服務の誓約を行う。  
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5▲ 法人の事務所等  

ブロック機関  年金事務所  本 部  

6．資本金   

政府出資 （年金事務所の土地建物等を想定）  

Ⅱ．業務運営   

1．国と公法人の役割分担   

○国は、公的年金に係る財政責任■管理運営責任を担う。  

・年金特別会計を備え、保険料の徴収・年金の支払は、国の歳入・歳出  
・年金手帳及び年金証書は、国（厚生労働大臣）の名義で発行  

○法人は、厚生労働大臣から委任を受け、その直接的な監督の下で、公的年金に   
係る一連の運営業務（適用・徴収・記録管理・相談・裁定・給付等）を担う。  

2．業務運営の基本理念   

○法人は、その業務運営に当たり、国民の意見を反映しつつ、サービスの質の向   
上を図るとともに、業務運営の効率化、公正性及び透明性の確保に努めなけれ  
ばならないこと等を定める。  

3．法人の業務  

○厚生年金保険法及び国民年金法の規定により法人が行うこととされた事務  

○健康保険法及び船員保険法の規定により法人が行うこととされた事務   

（全国健康保険協会の管草する健康保険及び船員保険に関する適用及び徴収）  

○児童手当法の規定により法人が行うこととされた拠出金の徴収に関する事務  

生民間委託   

○法人は、厚生労働大臣の定める基準に従って、業務の一部を委託する。   

○委託を受けた者には、秘密保持義務を課す。  
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5．潮等   

○法人が業務方法書を作成し、厚生労働大臣が認可  

○年度計画（事業計画・予算）  

・法人が年度計画（事業計画・予算）を作成し、厚生労働大臣が認可  

・事業年度終了後、厚生労働大臣が実績を評価  

○中期目標・中期計画  

・厚生労働大臣が、3～5年の期間に法人が達成すべき目標を設定  

■法人が中期計画を策定し、厚生労働大臣が認可  

t中期目標期間の終了後、厚生労働大臣が実績を評価  

6．報告徴収、改善命令等   

○厚生労働大臣は、法人に対し、報告徴収、立入検査、業務改善命令、法令違反  
等の是正命令を行うことができる。  

7．財務及び会計   

○法人の会計は、企業会計原則   

○法人は、毎事業年度、財務諸表を作成し、厚生労働大臣の承認を受ける。   

○法人は、財務諸表、決算報告書等について、厚生労働大臣が選任する会計監査  
人の監査を受ける。   

○政府は、法人の業務に要する費用を交付するものとする。その際、当該交付金  
の財源の国庫負担又は保険料の別ごとの内訳及び当該内訳に対応した交付金  

の使途を明らかにするものとする。  

㌢ 年金個人情報の利用及び提供の制限   

○年金個人情報については、年金事業の実施並びに全国健康保険協会による健康  
保険事業に関する事務、介護保険料等の特別徴収、他制度との併給調整等の事  
務を遂行する場合以外には、利用又は提供できないものとする。   

㌢ 年金委員   

○厚生労働大臣は、年金事業に関する国民の理解を高めるための啓発を行い、被   
保険者等からの相談に応じる等の活動を行う年金委員を委嘱する。  
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10．罰則  

○守秘義務違反、業務改善命令違反等に対して、所要の罰則を定める。  

Ⅳ．法人の設立準備  （公布日施行）  

1．基本計画   

○政府は、法人への業務の円滑な引継ぎを確保し、適正かつ効率的な運営を図る   

ため、次の事項について基本計画を定める。（閣議決定）   

・法人が自ら行う業務と民間へ委託する業務との区分、委託先の選定に係る  

基準その他の業務の委託の推進についての基本的な事項   

・法人の設立に際して採用する職員の致その他の職員の採用についての基本  

的な事項   

○政府は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、専門的な学識又は実   
践的な能力を有し、中立の立場で公正な判断をすることができる学識経験者の   

意見を聴くものとする。（内閣官房の下の会合）  

2．設立委員   

○厚生労働大臣は、法人の設立委員を命じて、法人の設立事務を処理させる。  

3．職員の採用   

○設立委員は、法人の職員の労働条件及び採用基準を提示して、職員を募集する。   

○社会保険庁長官は、社会保険庁の職員の意思を確認し、法人の職員となる意思  

を表示した者の中から、名簿を作成して設立委員に提出する。   

○設立委員は、職員の採否を決定するに当たっては、人事管理に関する学識経験  

者からなる会議の意見を聴くものとする。   

○設立委員から採用する旨の通知を受けた社会保険庁の職員は、法人の成立の時  

において、法人の職員として採用される。   

（法人に採用されなかった社会保険庁の職員の転任、退職又は免職は、国家公務  

員法の定めるところによる。）  
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Ⅴ．関係法律の改正  

1．権限の委任等の規定整備（厚生年金保険法■国民年金法 等）   

○社会保険庁長官が行うと定められている業務は、厚生労働大臣が行うことに改  

めるとともに、厚生労働大臣は、法人に権限の委任及び事務の委託をして行わ  

せることとする。  

2．法人に強制徴収を行わせるための規定整備（厚生年金保険法個民年金法等）   

○保険料の滞納処分は、厚生労働大臣から権限の委任を受け、法人において実施   

することとし、法人における滞納処分業務の公正性、客観性を担保するととも  

に、国の監督体制を十分に確保するために必要な措置を講じる。  

・滞納処分についての厚生労働大臣の事前認可  

・滞納処分の実施規程の策定及び厚生労働大臣の認可  

・滞納処分の実施職員の任命について厚生労働大臣の認可  

3．強制徴収の国税庁への委任   

○厚生労働大臣は、悪質な滞納者に対する滞納処分について必要があると認める  

ときは、法人からの申し出に基づき、政令で定めるところにより、保険料の滞  
納処分の権限を、財務大臣を通じて国税庁長官に委任できることとする。  

4．その他  

O「社会保険庁」の廃止（厚生労働省設置法から削除）  

○保険医療機関等に対する指導・監査等の事務は、地方厚生局において実施する   

ものとする。（平成20年10月1日施行）  

○以上のほか、関係各法に関し、社会保険庁の廃止及び年金公法人の設立に伴う   

所要の改正を行う。  

Ⅵ．施行期日等  

○施行期日は、平成22年4月1日までにおいて政令で定める日（22年1月予定）   

・Ⅳの法人の設立準備に関する規定は、公布日   
・Ⅴの地方厚生局に係る規定は、平成20年10月1日  

○政府は、この法律の施行後3年を目途として、この法律の施行の状況、国民年   

金の保険料の納付の状況、機構における業務の効率化及び改善の状況等を勘案   

して、機構の組織及び業務の存続の必要性の有無を含めた荏り方その他政府管   
薯年金事業の運営に関する全般的な検討を行い、必要があると認めるときは、   

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  
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資料1－3  

日本年金機構法案に関する参考資料  

1 社会保険庁の廃止一解体6分割と年金新法人の設立   

2 国と年金公法人の役割分担  ・・   

3 年金保険料の滞納処分  ・・   

4 悪質な滞納者に対する強制徴収の国税庁への委任   

5 年金公法人に対する国の監督  ・・   

6 協会管掌健康保険・新船員保険の適用徴収業務   

7 年金公法人の設立準備のための第三者機関について   

8 社会保険庁の廃止と分限免職  ・・   





国と年金公法人の役割分担  

【国（厚生労働大臣）】⇒公的年金に係る財政責任・管埋運営責任を担う。  

・年金特別会計を備え、保険料の徴収・年金の支払いは、国の歳入・歳出として行う  

・年金手帳及び年金証書は、厚生労働大臣の名義で発行  

⇒厚生労働大臣から委任を受け、その直接的な監督の下で、公的年金に係る一連の運営業務（適   
用・徴収・記録管理・相談・裁定・給付等）を担う。  

【年金公法人】  

【管理運営業務】 ○年金特別会計の経理  
○法人の役員の任免  

○事業計画等の認可、実績評価  

○法人に委任した業務の指導監督  

○国への訴訟・審査請求の対応  

等  

国（厚生労働省）  

年金特別会計  

【国の権限で行うが、事前   

事後の事務処理は法人   

に委託する業務】  

○保険料の調査決定・納入告   

知書の送付  

○滞納保険料の督促  

○年金受給権の裁定  

○年金の支給・年金額の改定  

等  

日本銀行  

年金給付  

の支払  

保険料の  

徴収・収納  

義‾‾‾‾‾  

【法人に権限を委任する業務】  

○被保険者資格の得喪の確認  

○標準報酬月額の決定  

○滞納保険料の滞納処分  

○事業主等に対する調査  

等   

※「国の歳入・歳出」に関する業務   

は、各省各庁の職員（又は日銀）   

によることが会計法の原則  
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年金保険料の滞納処分  

○年金保険料の滞納処分については、厚生労働大臣から権限の委任を受け、年金公法人において実施。   

○滞納処分のような権力的な性格を有する業務を行政機関以外の者に行わせる場合には、その事務処理に当たって   

の公正性、客観性を担保するとともに、国の監督体制を十分に確保することが必要。  

≪公正性、客観性を担保するための措置及び行政機関の監督体制を十分に確保するための措置≫  

－3－   



悪質な滞納者に対する強制徴収の国税庁への委任  

○厚生労働大臣は、悪質な滞納者に対する滞納処分について必要があると認めるときは、法人からの申し出に基   

づき、政令で定めるところにより、保険料の滞納処分の権限の一部を、財務大臣を通じて国税庁長官に委任で   

きることとする。  

○具体的には、財産隠匿が疑われるような悪質な事案に閲し、法人が最大限の徴収努力を尽くしたことを前提に、   

国税庁の徴収ノウハウを活かすことによって強制徴収の効果が期待できるものについて、国税庁に委任する。  

「悪質な滞納者」   

①年金公法人が相当程度の働き力＼けを行ったにもかか   

わらず、2年以上の長期滞納   

②国年は高額所得者等、厚年・健保は滞納額が高額   

③財産隠匿が疑われるが差押財産が特定できない場合   

や、滞納者が権利関係を複雑にしたこと等により差   

押財産の換価処分が著しく困難である場合   

厚生労働大臣  

年金公法人  

滞納処分  
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年金公法人に対する国の監督  

国が公的年金の管理運営責任を担い、また、行政処分や公権力の行使に係る業務も法人に委任して行わせる  
ことから、国が年金公法人を直接的に監督する。   

①毎年度の業務運営の管理監督を基本として、法人の年度計画（事業計画・予算）を厚生労働大臣が認可  

（併せて、業務運営上の中期的課題への計画的な対応を図るため、中期（3～5年）の管理監督も行う。）   

②厚生労働大臣が、必要に応じ、業務改善命令、違法行為等の是正命令を行う。   

※これに対して、独立行政法人は、法人の自主性・自律性が重視されるので、  

・中期の業務管理を中心とし、年度計画は届出  

・違法行為等があった場合でも、主務大臣は是正の要求を行えるにとどまる  

厚
生
労
働
大
臣
 
 

年
金
公
法
人
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協会管掌健康保険・新船員保険の適用徴収業務  

○先の通常国会で成立した健康保険法改正法では、平成20年10月に、   

・政管健保の新たな運営主体として、全国健康保険協会を設立し、  

■適用・徴収業務は、国（社会保険庁長官）が厚生年金と一体的に実施することとされている。   

○また、今次通常国会に提出の雇用保険法等の一部を改正する法律案では、船員保険法について、  

暮職務外健康保険及び船員独自給付に係る部分は、全国健康保険協会を新たな運営主体とし、   

・適用・徴収業務は、協会管葦健康保険と同様、国（社会保険庁長官）が実施することとされている。   

○年金公法人の設立後においては、   

・上記の健保・新船保業務に係る国（厚生労働大臣）と全国健康保険協会との役割分担は維持した上で、   

・厚年と同様に、厚生労働大臣から、年金公法人に事務の委任を行う。  

＜協会管掌健康保険・新船員保険の運営組織＞  
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年金公法人の設立準備のための第三者機関について  

（1）民間へのアウトソーシングを行う業務の振り分け等に係る第三者機関  

【位置づけ】政府が学識経験者の意見を聴く民間有識者の 

※法案の附則で、政府が学識経験者の意見を聴くことを定める   

【任務】次の事項について審議し、意見を述べる。  
一法人が自ら行う業務と委託する業務との区分、委託先の選定に係る基準その他の業務の委託の  
推進についての基本的事項  

・法人の設立に際して採用する職員の致その他の法人の職員の採用についての基本的事項  

※上記の意見を聴いて、政府が基本計画を策定（閣議決定）  

（2）年金公法人の職員の採用審査に係る第三者機関  

【位置づけ】設立委員が委嘱する採用審査員の会合（職員採用審査会）  

※法案の附則で、設立委員が学識経験者の意見を聴くことを定める   

【任務】社会保険庁の職員から年金公法人の職員を採用する場合の個別の採否を審査し、設立委員に対し、  
意見を述べる  

※職員の採否の決定は、設立委員が行う。（採用通知を受けた者は、法人の設立日に、社会保険庁を  
退職し、法人の職員として採用）  
※採用されなかった社会保険庁の職員の転任、退職、免職は、国家公務員法の定めるところによる。  

イー   



社会保険庁の廃止と分限免職  

＜基本的考え方＞  

（1）従来の裁判例等に従えば、社会保険庁が廃止される場合には、任命権者である社会保険庁長官は、他の任命権者   

に協力を要請して、職員を国の他の組織に配置転換（転任）させて、分限免職を回避するように努める必要があ   

り、配置転換等が比較的容易であるにもかかわらず、その努力を尽くさずに国家公務員法第78条第4号による分   

限免職処分をした場合には、裁量権濫用により違法となる。  

（2）しかしながら、配置転換等の分限免職を回避する努力を行った上で、  

①公務員を退職して新法人へ採用される者  

②自らの意思による退職者  

③厚生労働省の他部局、他省庁へ転任する者   
のいずれでも無い場合には、組織廃止時に、分限免職となる。  

（3）なお、職員のうちいずれを分限免職の対象者とするか（いずれを転任の対象者とするか）については、人事院規   

則に基づき、任命権者が、「勤務成績、勤務年数その他の事実に基き、公正に判断して定める」こととなる。  

※社会保険庁長官が行う「配置転換等の努力」の内容 （検討中）   

①公法人及びその委託先への採用の斡旋  

②厚生労働大臣に対し、転任の受け入れの要請  

③他省庁に対し、転任の受け入れの要請  

④勧奨退職の募集  
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（参考）組織定員の改廃等により廃職又は過員を生じた場合の分限免職について  

1．国家公務員法の規定  

・分限免職は、国家公務員法第78条に定められている本人の意に反する免職である。  
職員の非違行為に対する有毒性を問う懲戒免職（同法第8  

いる。（退職金も支給。）  

2条）とは異なり、公務の能率  の確保の観点から規定されて  

法第78条第4号では、「組織・定点の改廃等lこより廃職又は過員を生じた場合」の免職が定められている。  

◎国家公務員法  

（身分保障）  

第75条 職員は、法律又は人事院規則に定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、休職され、又は免職さ   
れることはない。  

（本人の意に反する降任及び免職の場合）  

第78条 職員が、左の各号の一に該当する場合においては、人事院規則の定めるところにより、その意に反して、これを降任   
し、又は免職することができる。  

勤務実績がよくない場合  

心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合  
その他その官職に必要な適格性を欠く場合  

官制若しくは定員の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合  

〓
二
二
四
 
 
◎人事院規則11－4（職員の身分保障）  

（本人の意に反する降任又は免職の場合）  

第7条 法第78条第1号の規定により職員を降任させ、又は免職することができる場合は、法第72条の規定による勤務評定の   
結果その他職員の勤務実績を判断するに足ると認められる事実に基き、勤務実績の不良なことが明らかな場合とする。  
2 法第78条第2号の規定により職員を降任させ、又は免職することができる場合は、任命権者が指定する医師2名によって、   
長期の療養若しくは休養を要する疾患又は療養若しくは休養によっても治ゆし難い心身の故障があると診断され、その疾患又は   
故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えないことが明らかな場合とする。  

3 法第78条第3号の規定により職員を降任させ、又は免職することができる場合は、職員の適格性を判断するに足ると認めら   
れる事実に基き、その官職に必要な適格性を欠くことが明らかな場合とする。  

4、ずれを離し、又は免断るかは、任命権暑が、誹軌剥象蓋爛拘劫その他空室  
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2．解釈及び運用   

（1）一般的な解釈  

「任命権者には配置転換義務まではないが、配置転換等が比較的容易であるにもかかわらず、その努力を尽  

くさずに分限免職処分をした場合には、権利の濫用となる。」  

（2）これまでの適用例  

第78条第4号による分限免職は、昭和20年代には多数行われたが、昭和39年4月の姫路城国宝保存工事事務所   
（文部省）の廃止、昭和39年12月の憲法調査会事務局（内閣）の廃止で、それぞれ3名が免職となった事例の以降は、  
行われていない。  
例えば、食糧庁の廃止や林野庁の計画的な人員削減においても、本省への出向、省庁間の配置転換、勧奨退職、定年  
退職等により対応しており、分限免職は行われていない。  

（3）裁判例（地方公務員法の同じ条文の裁判例）  

◎北九州市病院局職員分限免職事件 ＜福岡高裁昭和62年1月29日判決＞  

『任免権者において、分限免職処分を回避するための措置として、余剰人員の配置転換を命ずる義務があるとするこ  
とは、任免権者の人事権、経営権を制限することになり妥当でなく、ただ過員整理の必要性、目的に照らし、任免  
権者において被処分者の配置転換が比較的容易であるにもかかわらず、配置転換の努力を尽くさずに分限免職処分  
をした場合に、権利の濫用となるにすぎない』  

『任命権者を異にする他部局への処分対象者の配置転換につき、その普通地方公共団体の長の所轄の下に他の執行機  
関との間の相互の連絡調整を図り、普通地方公共団体の長及び他の執行機関がこれに協力したならば、任命権者を  
異にする他の部局への処分対象者の配置転換が比較的容易であったという事情が認められなければならない。』  

＜事案＞赤字の市立病院の再建のため、昭和43年3月末で、病院給食、清掃、警備業務等の業務を外部委託して職員  
266名を削減し、他部門に配置転換した8名及び依願退職した86名を除く172名を分限免職した。  

＜判決＞高裁判決では、「配置転換努力義務僻怠の有無の判断」について、市当局は機会あるごとに他部局の任命権者  
に配置転換の協力を求め、また、本件の対象者は単純労務に従事する職員であり、他部局への配置転換は困難  
な実情にあったこと等から、「配置転換が容易であったということはできない」と判示し  訴
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資料1－4  

年金運営新組織に係る旧法案と新法案の比較  

内閣官房長官の下の有識者会議と  

新組織実現会議の基本的な考え方   
旧法案（ねんきん事業機構法案）   新法案（日本年金機構法案）   

1．国に対する国民の信頼を基礎と  ○厚生労働省に設ける新たな行政組織が事  ○厚生労働大臣が公的年金の財政責任、運営   

して、国の責任の下に、確実な保   業運営を担う。（国家行政組織法第8条の   責任を担う一方、非公務員型の公法人を設   
険料の収納と給付を確保し、安定   3に規定する特別の機関）   立し、 法人は、厚生労働大臣から委任を受   

的な運営を図る。  け、その直接的監督の下で、一連の運営業  

務を担う。   

2．新組織の意思決定機能  

（1）意思決定機能を強化するため、  ○機構の長が重要事項を決定する際には、機  ○機構に理事長、副理事長、理事により構成   
会議を設け、外部の複数の専門   構の長と外部の専門家により構成される   される「理事会」を置き、重要事項を審議・   
家も参画。   「年金運営会議」の議を経るものとする。   決定する。その際、非常勤の理事を置き、  

外部の専門家を充てる。   

（2）保険料負担者や年金受給者の  ○保険料負担者や年金受給者の意見を反映  ○同左   

意向を事業運営に反映。   するために必要な措置を講じる旨を法定  

するとともに、具体的には、これらの者に  

より構成される「運営評議会」を開催。   

3．新組織の監査機能  
○厚生労働大臣が任命する外部の専門家が  ○厚生労働大臣が任命する「監事」が会計監  

十分な内部牽制体制を確立する  「特別監査官」として会計監査、業務監査   査、業務監査を実施。  
ため、複数の外部の専門家が会計  を実施。   ○厚生労働大臣が選任する外部の「会計監査  

監査・業務監査を実施。  人（監査法人）」が財務諸表等の監査を実施。   

4．新組織の業務執行機能   ○国家公務員制度の枠を離れて、民間的な人   
○国家公務員制度を最大限活用し、能力と実    職員が意欲を持って業務改善に  事評価制度や人事・給与体系を導入。   
取り組めるよう、能力と実績に基   績に基づく新人事評価制度を導入し、人  ○役職員の報酬・給与は 勤務成績等が考慮   
づく人事評価を実施し、人事・給  事・給与に反映。  されなければならない旨を法定。  

与に反映。  



これまでの  

問題点と課題   
新組織の発足に向け、継続的に業務改革の取組を推進  

新組織発足時の姿  

＜実施中の取組＞  ＜実施予定の取組＞  

058歳通知の実施（16年3月～）  
○年金相談の時間延長（16年12月～）・休日相談（17年   
度－）の実施  

O「サービススタンダード」の設定・徹底（17年慶一）  

○全国統一番号による「ねんきんダイヤル」サービスの実   
施（17年10月－）  
○裁定請求書の事前送付サービスの実施（17年10月～）  
○インターネットによる年金加入記録の即時提供  

（18年3月－）  

○被保険者資格に関する情報の取得（19年庚申～）  

○住基ネット情報の活用の秘奥（19年度中～）  

Orねんきん定期便」の実施（20年4月～（一部先行実施））   

○労働保険との徴収事務の一元化の推進（21年4月－）  

【サービスの向上】   

・年金相談の待ち時間が長い  

・手続やお知らせの内容が   
複雑でわかりにくい  

○積極的な情報提供や、   

簡単な手続の実現によ   

り、わざわざ事務所にお   

越しいただく必要のない   

便利な年金サービスを   

提供  

【保険料徴収の徹底】  ○コンビニ（16年2月～）インターネット等（16年4月－）   

を通じた納付  

○所得情報を活用した強制徴収■免除勧奨の徹底（16年  

10月～）  

○保険料収納事務への市場化テストの活用（17年10月～）  

○口座振替割引制度の導入（17年度～）  

○若年者納付猶予制度の創設（17年慶一）  

○免除申請手続の簡素化（18年7月～）  

○多段階免除制度の導入（18年7月～）  

○多様なライフスタイルに   

対応した「簡単」・「便利」   

な納め方を提供  

○不公平感のない保険料   

負担を実現  

○効率的で茸の高い保険   

料収納事務を実現  

・保険料を納めやすい環境  

づくりが不十分   

・効率的・効果的な収納対策  

が講じられていない  

○徹底した事務費の節減（16年度～）  
○競争入札又は企画競争の原則化（16年8月～）  
O「調達委員会」による厳格な審査（16年10月－）  
○オンラインシステムの最適化計画の実施（18年度～22   

年度）  

○独立行政法人を設立し、福祉施設等の整理合理化  
（17年10月～）  

【予算執行の無駄の排除】  

・安易な随意契約が多い  

・予算執行に当たって、必要  
性が精査されていない  

○事務費国庫負担の見直し（20年4月～）  

○福祉施設規定の見直し（20年4月～）  

○効率性■透明性が徹底さ   

れた予算執行を確立  

○職員ごとのカード番号の固定化（16年7月～）  

○本人識別パスワードの導入（16年10月－）  

○被保険者記録へのアクセス内容の監視（17年1月～）  

○全職員を対象とした職員研修の継続的な実施（随時）  

○年金公法人における年金個人情報の保護に関する規定   
の整備（年金公法人法案に規定：新組織発足時～）  

○基礎年金章号の法定些及び利用型限等に圃圭拠   
整備（新組織発足時～）  

【個人情報保護の徹底】  

・個人情報が適切に取り扱わ  
れていない  

○個人情報保護の重要性の   

認識が徹底された職場を   

実現   

※下線部が「国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律案」において措置する事項  



資料2－2  

納付率向上に向けた戦略  

強制徴収の実施 ⇒不公平感の解消と波及効果  

納めやすい環境づくり  

の整備  16年度   17年度   

最終催告状  、31，497件  172，440件   

納付等  18，349件   

財産葦押ネ   565件   ：35〕  

・最終催告状は当該年度に書手し発行した件数   ；的に  

・納付等、財産差押え件数臥平成18年12月末現在  F実施   

納付督励の実施  

催告状（手紙）  
H16年度 4，021万件  

H17年度 3，418万件  
○ 口座振替の推進  
○口座振替割引制度の導入（H17，4～）  

（口座振替率）  

16年度末 17年度末  18年度末目事票  

37％・→ 40％ → 42％  
651万人  660万人  

○任意加入者の口座振替の原則化  

60万件  

可能な体  電  話   

H16年度  649万件   
H17年度  823万件  

効率化により強制徴収へ要員シフト  ・質の向上：  

・効率化：  戸別訪問（面談）   
H16年度1．341万件   
H17年度1．774万件  

○電話納付督励の外部委託（H17．4～数値目標設定）  

○面談による納付奮励に成果主義を導入（H17．10～）  

○市場化テストによる民間ノウハウの活用（H17．10～）  

（H20．4～）  

○ コンビニ納付の導入（H16．2～）  

17年度利用状況 589万件  

○インターネット納付の導入（H16．4～）  

17年度利用状況 14万件  

○クレジットカード納付の導入  

集合徴収（呼出）   
H16年度1，929万件   
H17年度1，952万件  

全社会保険事務所単位で行動計画の策定・進捗管理（H16．10～）  

免除などの周知・勧奨   

免除や学生納付特例（学生の闇の保険料納付を猶予し後で納付できるしくみ）を周矢口・勧奨し、年金権を確保、  

年金額を増額  （H19年度～）  

○税申告時の社会保険料控除証明書   

の添付義務化（H17．11～）  

ハローワークとの連携による失業者への免除制度の周知（H16．10～）  0
0
0
0
0
 
 
 

若年者納付猶予制度の導入（H17．4～）  

免除基準の緩和・免除の遡及（Hl了4～）  

申請免除手続の簡素化（H18て～）  

多段階免除制度の導入（H18．7～）  

○法定免除手続の簡奉些（H19年度～）  

○学生納付特例の申請手続の簡素化（H20．4～）  

広報・年金教育等  
○年金制度の安心感、有利性をわかりやすく伝え国民の不安を払‡式 ○学生・生徒に対し、年金制度の意義等に関する理解を促進  ○ねんきん定期便等、きめ細かい情報・サービスの提供  

※下線部は、今般法律等により新たに措置する事項   



資料2－3  

国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の  
一部を改正する法律案の概要  

Ⅰ．サービスの向上  

（国民年金法、厚生年金保険法関係）  

1．住所変更等の届出の省略  〔平成23年4月施行〕  

○住基ネットから被保険者情報を取得し、被保険者等の氏名・住所の変更等の   

届出を原則廃止。  

（住民基本台帳法関係）  

2・住民基本台帳ネットワークシステム情報の活用〔公布日施行〕   

○住基ネットから本人確認情報の提供を受けることができる事務に、「国民年  

金法による被保険者に係る届出に関する事務」等を追加。  

（労働保険の保険料の徴収等に関する法律関係）  

3－ 社会保険と労働保険との連携の堆進〔平成21年4月施行〕  

○労働保険の年度更新（年度の概算保険料及び前年度の確定保険料の申告納  

付）の期限を、社会保険の標準報酬月額の算定に関する届出の期限である7  

月10日に統一。  

Ⅱ．保険料の収納対策の強化等  

（国民年金法関係）  

1・即隋・手続の簡素化等   
①クレジットカードによる保険料納付〔平成20年3月31日までの日で政令で定める目〕  

○国民年金保険料の納付方法に、口座振替、コンビニ、インターネット納付  

等に加え、クレジットカードによる納付を追加。  

②任意加入被保険者の保険料納付の口座振替を原則化〔平成20年4月施行〕  

○国民年金の任意加入被保険者（60歳以上65歳末満の者等）は、口座振替  

による保険料納付を原則とする。  

－1・   



③保険料免除等の手続の簡素町   

○生活保護受給者や学生等について、国民年金保険料の免除手続を確実に行  

うため、福祉事務所（生活保護受給者）や医療保険者（被扶養者）等に対  

し、情報の提供を求めることができることとする。〔公布日施行〕   

○大学等が、学生等の委託を受けて、学生納付特例の申請を代行できること  

とする。〔平成20年4月施行〕  

㌢ 社会保険制度内での連携lこよる保険料納付の促進   

（国民健康保険法、国民年金法関係）   

①国民健康保険（市町村）との連携〔平成20年4月施行〕   

○市町村の判断により、国民年金保険料の未納者に対して、国民健康保険被  

保険者証に通常より短期の有効期間を定めることができることとし、未納  

者との接触の機会を設けることにより、保険料免除や納付の促進ができる  

ようにする。  

○短期被保険者証の交付対象者が、市町村の窓口で国民年金保険料を納付で  

きるよう、当該市町村が、納付受託機関となることができることとする。  

（健康保険法、介護保険法、社会保険労務士法、国民年金法関係）  

社会保険制度内の連携  

○社会保険に密接に関わる事業者等（保険医療機関・保険薬局・指定訪問看   

護事業者、介護サービス事業者及び社会保険労務士）による社会保険料の   

自主的な納付を促進する仕組みとして、長期間にわたって自主的な納付が   

ない場合には、当該事業者等の指定等又は更新を認めないこととする。   

〔平成21年4月施行〕   

○併せて、国民年金保険料について、関係団体を通じた納付状況の確認等を   

可能とし、自主的な納付を促進する。〔平成20年4月施行〕  

（国民年金法関係）  

3・事業主との連携による保険料納付の促進〔公布日施行〕   

○事業主に対し、従業員への国民年金に関する手続の周知や保険料の納付の勧  

奨等に関し、必要な協力を求めることができることとする。  

・2・   



Ⅲ．公正■透明■効率的な運営の確保  

（国民年金法関係）  

1．事務費国庫負担の見直し  〔平成20年4月施行〕  

○平成10年度より特例措置として保険料財源が充当されている年金事務費   

について、受益と負担の明確化等の観点から、保険料を充当できることを恒   

久措置として定める。  

（国民年金法、厚生年金保険法関係）  

2・福祉施設規定の見眉＝ノ〔平成20年4月施行〕  

○年金福祉施設の設置等の根拠であった、被保険者等の福祉を増進するために  

「必要な施設をすることができる」旨の規定を廃止するとともに、新たに「年  

金相談、年金教育・広報、情報提供等の事業を行うことができる」旨の規定  

を設ける。  

監＝ 冒関越旭日転  

（国民年金法、厚生年金保険法関係）   

①被保険者資格等に関する情報の取得〔公布日施行〕  

○市町村等の官公署に対し、被保険者の資格確認等に必要な資料の提供を求  

めることができることとする。   

（国民年金法、厚生年金保険法関係）  

②基礎年金番号の法定化〔年金公法人の発足時〕   

○基礎年金番号を年金原簿の記載事項として法定化するとともに、適正に活  

用するための利用制限等の措置を講じる。  

Ⅳ．その他の法律の一部改正等  

○国共済法及び地共済法に関し、事務費負担の見直しを行うほか、特別会計に   

関する法律案等に関し、上記の改正に伴う所要の改正を行う。   

○政府は、施行後5年を目途として、この法律による改正後の国民年金法等の   

規定に基づく規制の在り方について検討を加え、必要があると認めるとき   

は、その結果に基づき必要な措置を講じるものとする。  

・3－   



資料2－4  

国民年金事業等の運営の改 善のための国民年金法等の一部を改正する  
法律案に関する参考資料  

Ⅰ．サービスの向上  

①住民基本台帳ネットワークシステムの活用による住所変更等の届出の省略について －   
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住民基本台帳ネットワークシステムの活用による住所変更等の届出の省略等について  

【現状】現在、住基ネットから本人確認情報の提供を受けて活用している事項   

（1）20歳到達者情報の取得による国民年金の加入勧奨∫職権適用（平成15年4月～）  
（2）裁定請求の際の住民票の写しの添付省略（平成15年10月～）  
（3）年金受給者の生存確認による現況届の省略（平成18年10月～（12月生月者から省略の対象））  

j  
【今回の改正事項】住基ネットの利用拡大（住民基本台帳法及び国民年金法等の改正）  

（1）国民年金の未加入者対策（平成19年度～）  
34歳に到達した者の本人確認情報を住基ネットから取得し、国民年金が適用されていない者（未加入   

者）に対して資格取得届出の勧奨等を行う。  

（2）国民年金、厚生年金等の被保険者等の住所変更等の届出の省略（平成23年4月～）  
現在、国民年金、厚生年金等の被保険者・年金受給権者の住所等が変更になった場合には、市町村又は   

事業所を通じて届け出ていただいている。これについて住基ネットから被保険者・年金受給者の本人確認   

情報を取得し、年金公法人において記録を変更することにより、住所変更等の届出が不要となる。   

※住民基本台帳法では、住基ネットからの本人確認情報の提供先と提供目的（事務）を法律上限定していることから、   

同法を改正。また、大半の被保険者・年金受給者の住所変更等の届出を不要とするため、国民年金法等を改正。  

廃止する届出の種類・割合（粗い試算）  ※数値は、「処理データ量」も含まれ、正確な件数ではない。  

社会保険庁へ  年金受給権者現況届  い∴；、霊射さ霊たi三㌣ノパ1グ   タ；だてこ取崇耕  算定基礎届   賞与等支払届  

の申請・届出  平成18年10月～段階的に廃止  二′二ヽ  
躍  琴ユ、‡．）  T音了′昭二    ’ミ乍1   誉 （存続）   （存続）  

件数・処理量  約1億3，600万   約2，600万   肇     二÷尋註～「ミ＝二丈、  約3，300万   約1，200万   

構成比   100％   約19％   J   染透塾 約24％   約9％   

－1－   



社会保険と労働保険の連携の推進について  

1．現 状   

（1）社会保険・労働保険徴収事務センターの設置（15年10月1日設置）  

保険料徴収事務を一元的に処理するため、全国の社会保険事務所（312カ所）に社会保険・労働保険  

徴収事務センターを設置。  

【実施事務】  

ア．社会保険及び労働保険に関する届出の受付（15年10月1日開始）  
・社会保険の算定基礎届及び労働保険の保険料申告書等の受付。  

・社会保険と労働保険の届出契機が同一の届出の一括受付（18年10月～）。  

イ．賃金・保険料額に関する事業所調査の実施（15年10月1日開始）  
・徴収や適用の適正化のための社会保険の調査官総合調査及び労働保険の算定基礎調査を実施。  

ウ．事業所説明会の開催（16年3月1日開始）  
・社会保険の算定基礎届説明会（毎年6月開催）及び労働保険の年度更新説明会（毎年3～4月開催）  

を開催。  

・事業所説明会の開催時期を統一（19年3月～）。  

エ．滞納整理の実施（16年4月1日開始）  
■社会保険と労働保険の保険料をいずれも滞納している事業所（共通滞納事業所）について、保険料  

の滞納整理を実施。  

（2）インターネットによる社会保険と労働保険に係る届出の一括受付（15年10月27日から順次実施）   

インターネットを利用して、事業主が365日24時間、自宅や会社から時間の制約なく保険料徴収関   

係の届出を含め、社会保険と労働保険の各種届出の共通項目については一括（7グループ19届出）して   
行うことができることとした。  

－2－   



2．今後の取組  

（1）  今回の改正事項   

①社会保険の算定基礎届と労働保険の年度更新の期限の統一（21年4月施行）  

労働保険における年度更新（当該年度の概算保険料及び前年度の確定保険料の申告納付）の期限を、社  

会保険の標準報酬月額の算定に関する届出の期限である7月10日に統一。  

（診現物給与の評価の統一（21年4月施行）  

報酬等の一部が通貨以外の現物（住居、食事等）で支払われる場合の評価について、厚生労働大臣が  

定めることに統一するとともに、現物給与の標準価額を都道府県単位で統一。   

③労働保険の適用事業所に関する資料の提供要求（公布日施行）  

社会保険と労働保険の連携の一環として、都道府県労働局等が社会保険事務所等の官公署に対し、事業  

所に関する情報提供を求めることを可能とする。  

出 その他の事項   

①社会保険・労働保険の申請・届出様式の共通化（20年4月から順次実施）  

申請契機が同一である申請・届出様式について、事業主の負担軽減等を図るため、様式ごとの記載事  

項の必要性も検証しつつ、共通様式化を進める。  
また、電子申請・ 届出システムの入力の合理化についても合わせて推進する。   

②社会保険・労働保険の適用の統一等（20年4月から施行）  

社会保険・労働保険の適用に関する通達について見直し、現行の法体系の下で可能な限りその解釈、  

表現の統一を図る。  

また、既に適用されている事業所t事業に関しても、現行の法体系の下で可能な限り、取扱いに差異  

があればその解消に努める。  

なお、将来的には統一事業主番号の付与を行うことも検討。   

③保険料の計算・賦課・納付の在り方  

社会保険・労働保険の保険料の計算・賦課・納付に閲し、事業主の利便性の向上等を図る観点から、  

賃金総額に着目する方法を社会保険に活用することを含め、その在り方について引き続き検討。  
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国民年金保険料に係る納付環境の整備について   

国民年金保険料の収納に関しては、口座振替の利用を促進するとともに、納めやすい環境を整備するため、コ  

ンビニエンスストアやインターネットによる保険料の納付を実施している。今般、これらに加えて、クレジット  

カードによる保険料の納付について、平成19年度中の実施が可能となるよう法的整備を進める。  

1．口座振菖   

保険料の割引（平成17年4月から実施）や納め忘れの防止などのメリットを周知することにより、0座  
振替による納付の促進を図る。   

【口座振替の利用率】  

【平成16年度末】 37％  【平成18年度末日標】 42％   【平成17年度末】 40％  

2．コンビニ納付  （平成16年2月から実施）  

（利用状況）  

平成16年度  

平成17年度  
347万件  
589万件  

3．インターネット等を活用した電子納付  （平成16年4月から実施）  

7万件   

14万件  

（利用状況）  

平成16年度  
平成17年度  

4．クレジットカード納付の導入  （平成19年度中に開始）〈改正事項〉  

クレジットカード納付を導入し、事務の効率化と納付率の向上を図り、口座振替による納付と合わせて、利  

用率50％を目指す。  
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学生納付特例事務法人の創設について  

○学生納付特例   

国民年金法第90条の3の規定により、学生等である被保険者又は学生等であった被保険者（以下「学生等被保険者」と   

いう。）の申請に基づき、学生等である期間又は学生等であった期間のうら社会保険庁長官が指定する期間に係る保険料に   

つき、保険料納付を猶予することとしている。  

○大学等の教育施設における手続の代行   

学生等被保険者の年金受給権の確保の観点から、学生納付特例を普及・推進するため、大学等の教育施設において、大学   

等の設置者が学生等被保険者の委託を受けて、学生納付特例に係る申請を代行することができることとする。  

学  
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②指定  

④学生納付特例申請書の送付  ③学生納付特例申請書  

（委託）  

⑤承認通知書又は却下通知書の送付  
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国民健康保険（市町村）との連携について  

一国民年金保険料等の未納者に対する国保短期被保険者証の活用－  

◎現在、国保保険料（税）の未納がある場合には、市町村の判断により、国保の短期被保険者証（短期証）を発行することができ   

るが、これに加え、国民年金保険料の未納がある場合についても、短期証を発行できることとする。  

○国保の短期証の仕組みは、市町村の窓口で短期証を発行することを通じて、市町村が保険料未納者との接触の機会を増やし、自主  

的な納付などを直接働きかけることを目的として設けられたもの。  

※短期証は、通常の被保険者証と比較して有効期限が短いのみで、市町村の窓口で検認・更新を経れば、医療機関においては通常どおり3割の窓  

口負担で受診が可能（資格証明書（窓口10割負担）とは異なる）。短期証の発行によって受喜多を抑制するものではない。  

○今回の措置は、国民年金保険料の納付が行われていない住矧こ対して、短期証の仕組みを通じて、負担能力のない方への免除措置  

や、未納者への自主的な納付の働きかけを行い、市町村が住民の年金受給権を確保することができるようにするもの。  

○今回の措置を実施する市町村に対しては、条件整備として、①未納者からの保険料の受領を可能とする（納付受託機関）、②住民の  

未納情報の提供、③住民の納付状況を確認するための情報端末装置の設置、④交付金による財政上の手当、といった措置を講ずる。  

－6－   



〈 市町村が保険料を受領できない【現行】〉  〈 市町村を納付受託機関とする 〉  

※ 市町村を納付受託機関とすることは、  

短期証の発行対象となる国民年金保険料の滞納者が被保険者証の更新等のために窓口を来  

訪した際に、滞納保険料をその場で支払うことができるようにするためのもの。  

市町村に国民年金保険料の徴収責任を負わせるものではない。  

－7－   



区民年金に関して市町村が行っている事務等について（現行制度）  

法 定 受  託  

第1号被保険者の資格の届出の受理等   

○ 資格の取得・喪失、種別変更の届出の受理   

○ 氏名、住所変更の届出の受理   

○ 任意加入の申出の受理及び事実の審査   

○ 国民年金手帳の再交付申請の受理   

○ 付加保険料の納付・納付辞退の申出の受理及び  

事実の審査 等  

年金たる給付の裁定請求の受理等   

○ 第1弓被保険者期間のみの者に係る老齢基礎  

年金、障害基礎年金等の裁定請求の受理及び事  

実の審査  

○ 年金額の改定の請求、氏名、住所、払渡方法の  

変更の届出の受理及び事実の審査 等  

保険料免除の申請の受理等   

○ 法定免除該当届・非該当届の受理及び事実の審  

査   

○ 申請免除、学生納付特例、若年者納付猶予の申  

請の受理及び事実の審査  
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社会保険制度内の連携について（1）  

保険医療機関等・介護サービス事業者に係る社会保険料の納付の促進  

◎社会保険制度においては、保険料の確保は欠くことのできない制度の存立基盤。このため、被保険者等による保険料の納付が重要であり、社会保   
険制度に関わる各関係者が、そのために力を合わせていく仕組みを整えることが必要。  

◎保険医療機関等や介護サービス事業者は、医療保険や介護保険といった保険料を主たる財源とする事業に参加し、当該保険料を原資とする幸闘州を   
受ける主体。社会保険料を自主的に納付していただいていることが、当該事業へ参加するための前提であり、これらの者が、社会保険料を確実に   

納付する仕組みが設けられていることが、制度に対する国民の公平感や信頼感を保つ上でも重要。  

※①介護保険料の年金から天引き（特別徴収）や、②平成20年度から実施される後期高齢者医療保険料（75歳以上）及び国保保険料（65歳～74歳）の年金か  

らの天引きなどを踏まえると、年金は医療保険及び介護保険を支える重要な原資。今後の高齢化の進展を見据えると、こうした傾向は更に強まっていく。  

◎社会保険に密接に関わる事業者による社会保険料の納付を促進する仕組みとして、長期間にわたって自主的な納付がない場合には、当該事業者の   

指定等（又は更新）を認めないこととすることが必要。併せて、国民年金保険料について、関係団体を通じた納付状況の確認等を可能とし、自主   

的な納付を促進する。  

◎社会保険に密接に関わる次の事業者の指定等の申請に当たり、長期間にわたって（※）、次のそれぞれの保険料の自主的な納付がなかった場合には、   

当該指定等（又は更新）を認めないこととする。  

○保険医療機関・保険薬局・指定訪問看護事業者  

①医療保険料（健康保険料、国民健康保険料、船員保険料、後期高齢者医療保険料等）、②年金保険料（厚生年金保険料、国民年金保険料等）  

○介護サービス事業者  

①介護保険料・医療保険料（健康保険料、国民健康保険料、船員保険料等）、②年金保険料（厚生年金保険料、国民年金保険料等）  

※今回の措置は、長期間にわたり自主的な保険料の納付がない場合（滞納処分が行われた後もなお正当な理由なく3か月以上引き続き滞納している場合）を対象とするも  

の。したがって、申請の際に当該欠格事由に該当していたとしても、その後、滞納分の保険料を自主的に納付し、再度申請が行われれば、指定拒否にはならない。  

※また、新規指定の申請の際と更新の際を対象とするものであり、指定の取消事由とするものではない。  

◎保険医療機関等や介護サービス事業者の関係団体が、当該団体の構成員等で未納となっている者に対し、国民年金保険料の納付状況の確認等を行う   

ことができることとするとともに、そのために必要な情報を社会保険庁から当該団体に提供できることとする。   



・介護サービス  旨定・更新について（匡   料の滞納の堤合  

《今回の措置の要件等》  

○ 保険医療機関等・介護サービス事業者の指定等を対象とする（保険医や介護支援専門員等の登録を対象とするものではない）。  

○ 開設者・管理者等が滞納処分（差押）を受けたにもかかわらず、その後も引き続き滞納状態が3か月以上続く場合が対象。   

（開設者・管理者等以外の従事者等は対象とならない。）  

滞納処分を受けたとしても、その後の保険料を納付していれば指定等は行われる。  

○ 指定申請と更新を対象とするものであり、指定等の取消しの対象とはしない。  

○ 要件該当で指定等が受けられなかった場合でも、その後、滞納分の保険料を納付して再申請を行えば、指定等は行われる。  

【今回の措置に係る流れ】  

○電話納付醤励  

○文書（催告状）による醤励  

○面談（戸別訪問）による督励  

○呼出（集合徴収）案内  

納付醤励  

指定を行わない   

－10－  



滞納事業者に係る取扱いについて  

（健康保険・厚生年金保険料の場合）  

資金繰りに問題なし  

納付意思なし  

－11－   



会保険料た  亘療機関等・介護サービス事業者の関係について   

○ 高齢化の進展の中で、現役世代が保険料を負担することによって支えられる公的年金（強制加入・賦課方式）は、医療保険・介護保険の   
原資としての役割を益々高めてきており、社会保険料たる年金保険料が適正に納付され、これにより確実に年金が給付されることが、医療   
保険・介護保険の給付の安定につながる。   
※ 介護保険料の年金からの天引き（特別徴収）や、平成20年度から実施される後期高齢者医療保険料（75歳以上）及び国保保険料（65歳～74歳）の年金   

からの天引きなどを踏まえると、年金は医療保険及び介護保険を支える重要な原資となっている。   

○ 保険医療機関等や介護サービス事業者は、医療保険や介護保険へ参加し、保険料を原資とする報酬を受け甘又る主体。医療保険や介護保険を   
支える年金保険料を自主的に納付いただいていることが、当該事業へ参加するための前提であり、これらの者が年金保険料を確実に納付する   
仕組みが設けられていることが、制度に対する国民の公平感や信頼感を保つ上でも重要。  

（特別徴収）  

医療保険・介護保険  医療・介護保険料  

年金受給者   

診療報酬   

二 二 ＝   ＝＝ ＝  二 ⊥ ⊥  ● 二 ＋  
●  1  

1  1  

年金保険料l  
年・金保挨料  年金保険料  年金保険料  （未納）J  

■ ▼ － ■  ヽ＿  

一般被保険者  保険医療機関等  介護サービス事業者  一般被保険者  

被保険者  
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今回の措置の対象について  

1．保険医療機関等及び介護サービス事業者  
［考え方］   

社会保険たる医療保険・介護保険・年金制度において、   

①保険料を原資とする報酬庖受け取る事業主体であり、かつ、   

②指定など法律に基づく行政行為により、当該幸関州を受け取る事業主体としての地位を付与されるもの  

ヮ防サービス事業者  

2．社会保険労務士   
社会保険等に関する法令に基づく申請書等の作成、手続の代行、相談・指導等を業務としており、その専門  

性から特別な地位（業務独占・名称独占）が法律上付与されているもの  

ー13一   



年度別滞納処分実績について  

滞納処分  

職種（業種）  
平成  平成  平成  平成  平成  

13   14   15   16   17  

年度  年度  年度  年度  年度  

保険医療機関   60   76   78   103   101  

保険薬局   16   21   14   36   24  

指定訪問看護事業者   6   6   10   22  

指定居宅サービス事業者   2   4   19   19  

指定居宅介護支援事業者   6   17   26   32  

指衰介護老人福祉施設   0   0   0   2   6  

介護老人保健施設   5   5   6   

社会保険労務士事務所   0   2   5   2   3  

計   86   125   136   204   218  

平成15年度  平成16年度   平成17年度  

職種（業種）  
滞納  

督促  滞納 処分  督促   
滞納  

督促   処分  処分  

医師   5   7   23   6  

歯科医師   23   5   40   12   61   19  

薬剤師   0   4   0   4   

社会保険労務士   0   0   0   0  

計   29   6   52   14   88   26  

※平成15年度以前については、社会保険事務所に現存する滞納処分票等から確認   
できたものであり、全数ではない。  

－14一  

※当該職種であることが判明した者の数であり、全数ではない。   



保険料納付確認団体について  

・国民年金第一号被保険者にとっては、将来の年金受給権を確実に確保するため、納め忘れることなく保険料を   
確実に納めることが重要である。そのため、保険料納付確認団体を通じて自らの保険料の納付状況を確認でき  

るようにし、当該団体の構成員たる被保険者の保険料の未納を防止し、構成員の年金受給権の確保等を図る。  

◎概要  
・一定の要件を満たす団体を「保険料納付確認団体」とし、団体を通じた納付状況の確認等を可能とすることに  

より、当該国体の構成員たる被保険者の納付を促進する。（平成20年4月からの実施を予定）  

・「保険料納付確認団体」は、  

（ア）当該団体の構成員たる被保険者からの委託に基づき、  

（イ）社会保険庁から提供される情報をもとに、国民年金保険料の納付状況を確認し、  

（ウ）未納期間の有無を本人に通知できることとする。（これにより、未納期間がある方の自主的な納付を  

促進する。被保険者の個人情報を取り扱うことから、法律上の守秘義務を規定。）  

予め自らの保険料の  
納付状況の確認、未納  
期間の有無の通知を  
委託  

① 
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被
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社会保険制度内の連携について（2）  

一社会保険労務士に係る社会保険・労働保険の保険料の納付の促進－  

◎社会保険・労働保険制度においては、保険料の確保は欠くことのできない制度の存立基盤。このため、被保険者等による保険料の納付が重要であ   

り、社会保険・労働保険制度に関わる各関係者が、そのために力を合わせていく仕組みを整えることが必要。  

◎社会保険労務士は、社会保険・労働保険に関する法令に基づく申請書等の作成及び手続の代行や相談・指導等を業務としており、その専門性から   

特別な地位が認められている主体。社会保険・労働保険の保険料を自主的に納付していただいていることが、その地位を認められるための前提で   

あり、社会保険労務士が、保険料を確実に納付する仕組みが設けられていることが、制度に対する国民の公平感や信頼感を保つ上でも重要。  

◎社会保険労務士による社会保険・労働保険の保険料の納付を促す仕組みとして、長期間にわたって自主的な納付がない場合には、当該社会保険労   
務士の登録を認めないこととすることが必要。併せて、国民年金保険料について、関係団体を通じた納付状況の確認等を可能とし、自主的な納付   

を促進する。  

◎社会保険労務士の登録の申請に当たり、長期間にわたって（※）、次のそれぞれの保険料の自主的な納付がなかった場合には、当該登録を認めない   

こととする。  

①年金保険料（厚生年金保険料、国民年金保険料等）、②医療保険料（健康保険料、国民健康保険料、船員保険料、後期高齢者医療保険料等）、  
③介護保険料、④労働保険料  

※ 今回の措置は、長期間にわたり自主的な保険料の納付がない場合（滞納処分が行われた後もなお保険料の納付がない場合を想定）を対象とするもの。したがっ  
て、申請の際に当該登録拒否事由に該当していたとしても、その後、滞納分の保険料を自主的に納付し、再度申請が行われれば、登録拒否にはならない。  

※ また、新規登録の申請の際を対蒙とするものであり、登録の耳又消事由や欠格事由とするものではない。  

※ 税理士法においても、重加算税の賦課等、脱税行為が明らかになったことを登録拒否事由としている。社会連帯を基本とする社会保険・労働保険において悪質  
で確信的な保険料滞納者について、社会保険労務士の登録を拒否することは、税理士法の登録拒否事由とも均衡力領又れている。   

◎社会保険労務士の登録を受けた者が、自主的な保険料の納付を長期間行わない場合は、事案によっては社会保険労務士として適格性を欠く悪質なケ   

ースもあると考えられる。その際には、厚生労働大臣は、社会保険労務士法の規定により、一年以内の業務の停止の懲戒処分を行うことも検討する。  

◎社会保険労務士の関係団体が、当該団体の社会保険労務士で未納となっている者に対し、国民年金保険料の納付状況の確認等を行うことができるこ   

ととするとともに、そのために必要な情報を社会保険庁から当該団体に提供できることとする。   



社会保険労務士と税理士の登録要件について  

○ 今回の措置  

・社会保険労務士は、社会・労働保険に関する申請書等の作成等を業務とし、その専門性から特別な地位を  
付与されている。  

社会・労働保険料を自主的に納付することがその地位を認められるための前提であり、長期間にわたって  

自主的な納付がない場合（※）には、社会保険労務士の登録を認めないこととする。  

※ 滞納処分が行われた後も、なお3月以上にわたり保険料の納付がない場合  

○ 税理士法との比較   

税理士についても、重加算税の貝武課等、脱税行為が明らかになったことを登録拒否事由としており、今回、   

社会連帯を基本とする社会・矧動保険に関する業務を専門的に担う社会保険労務士について、長期にわたる確   
信的な保険料滞納者の登録を認めない措置を講じることは、税理士法の登録拒否事由との均衡上も必要な措置   
といえる。  

○ 現行法における社会保険労務士と税理士の登録拒否事由  

社会保険労務士法 第14実の7   税理士法 第24条   

① 懲戒処分により、業務を停止された者   （か懲戒処分により、業務を停止された者   

②心身の故障により業務を行うことができない毒   ②心身の故障により業務を行うことができない者   

③社会保険労務±としての適格性を欠く者   ③税理士としての適格性を欠く者  

④国税又は地方矧こついて、不正に賦課、徴収等を免れ、又は免れ  

ようとした着で、その行為があった日から二年を経過しない者等   
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事業主との連携による保険料納付の促進について  

○事業主が使用する者のうら、厚生年金の適用とならない短時間労働者等に対し、従業員の将来の年金権の確保を因る  
観点から、事業所を通じて、国民年金制度や手続についての周知徹底や手続勧奨等を行う。  

○また、国民年金保険料の適正かつ効率的な徴収を行うため、事業所における納付勧奨等について事業主の協力を得る。  
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事務費国庫負担の見直しについて  

○ 年金事務費にm 国の厳しい財政事情にかんがみ、平成10年度以降、その一部に保険料を充てる財政上   
の特例措置が継続的に講じられてきたが、年金新組織の発足等の取組を機に、社会保険庁改革の一環として、受   
益と負担の明確化等の観点から、全額を国庫負担するという原則を見直し、平成20年度予算から、保険料財源   
の充当を制度化する。  

（参考1） 年金事務費への保険料充当の措置  

・平成10年度～平成15年度  財政構造改革の推進に関する特別措置法  
・平成16年度～平成18年度  財政運営のための公債の発行の特例等に関する法律〔単年度毎の特例措置〕  
・平成19年度  今国会提出の公債特例法案に基づき、引き続き単年度の特例措置が講じられる予定  

（参考2） 国庫負担と保険料負担の区分について  

■1  

・平成20年度以降も、国庫負担と保険料負担の区分については、平成Hr年度の考え方を基本とする。  

（参考3）   

○財政制度等審議会答申（平成17年11月）  

○行政改革の重要方針（平成17年12月閣議決定）  
年金事務費については、平成19年度より、受益と負担の関係の明   
毒講ずるものとする。  

の観点から、その一部に保険料を充てる恒久措置を  

○年金事務費の取扱いについて（平成18年12月財務・厚生労働2大臣合意）  
「‾‾▲‾‾‾‾←一▼‾‾‾▼‾‾▲‾‾－－†‾－‾‾‾‾け‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾一■■・－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－一一－－－一一一－－－－－－－－－－－－－一一一一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－一一一一一一一－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一－＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．【，、＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

1．年金事務費の財源の取扱いについては、平成19年度は、財政上の特例措置を継続することとし、特例措置の範囲については  
原則として平成17年度予算及び平成18年度予算と同様の取扱いとする。  

≒2．平成20年度以降は、国民年金法等において、年金事務費の一部に保険料を充てる恒久措置を講ずるものとする。  」一一－－－－－－－－－－－－－一一一一一－一一－－…－－－－一一－－－－－－－＝一－－－……－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一一一一－・・・・・－一－－－－▼－－－－－－－－－－－－－－－一－－一一一一一－－一一－－一－－－－一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一一一一－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一－－一－－－一－－－一一一－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－一一一一一一一一一－－－－一一－－一一｝＿＿▼＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－＿▼＿＿  
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契約事務の適正化等について  

社会保険庁における調達については、国会審議や会計検査院の検査結果等において、安易な随意契約が結  

ばれているなど、適切でないとの指摘を受けたところである。  

このため、契約事務の競争性・透明性の確保、調達コスト縮減を図るため、以下の取組を行っている。  

1．競争入札等の徹底（H16．8より実施）  

物品等の調達に当たっては、会計法令上、随意契約ができる場合であっても、可能な限り競争入札又は   
企画競争に付すことを徹底。  

2．調達に係る審査体制の強化  

本庁の調達案件は、本庁に設置した、民間アドバイザーも参画する「社会保険庁調達委員会」（H16．10   

より実施）において、事務局・事務所の調達案件は、各社会保険事務局に設置する「契約審査会」（H17．4   

より実施）において、調達の必要性、数量、契約方法等を審査。  

また、500万円以上の随意契約は、事前に厚生労働副大臣へ報告。  

さらに、100万円以上の随意契約については、本庁に設置した「随意契約審査委員会」において事後審  

査。審査結果はホームページで公表。  

（参考）   

17年度の調達コスト削減実績：調達計画額の12％の削減（削減額：154億円）  

3．内部監査の強化（H17．1より実施）  

厚生労働本省から人材の派遣を受けて、本庁経理課に「監査指導室」を設置し、本庁及び全47事務局  

に対する会計監査を厳正に実施。  
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福祉施設規定の見直しについて  

【現状】   

○ 従来、被保険者等の福祉を増進するために「必要な施設をすることができる」旨の規定（厚年法第79条、国年法第   

74条）を根拠に、保険料を財源として、年金福祉施設の整備、年金教育・広報、年金相談等の事業を実施。  

○ 年金福祉施設については、平成16年3月の与党合意等を踏まえ、  

・年金保険料は、「年金給付及び年金給付に関する経費」以外には充てないという方針の下で、  

・国から独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構に出資し、5年間で整理合理化を推進。  

（平成17年10月～）  

」■  

【今回の改正内容】  

「必要な施設をすることができる」旨の規定を廃止するとともに、これまで当該規定を根拠に実施されてきた事業   

のうち、公的年金事業の円滑な実施のために真に必要なものを法律上限定的に明記。  

（丑年金教育t広報  

②年金相談  

③情報の提供  

中高生・大学生に対する年金教育、被保険者等を対象とした制度内容や手続の周知等  

年金加入記録の照会対応、年金見込額の試算等  

58歳到達者に対する年金加入記録のお知らせ、加入履歴等を印字した裁定請求書の  

送付、インターネットを活用した年金加入状況の情報提供等  

・・・ 年金給付・被保険者資格記録等の管理等  

‥・ 年金担保融資事業を実施する独立行政法人福祉医療機構に対する交付金の拠出  

④オンラインシステムの運用  

（を年金担保融資  
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基礎年金番号の法定化について  

【基礎年金番号の活用の現状】   

○年金事業運営の適正化・効率化、被保険者・年金受給権者に対するサービスの向上を図るため、平成9年1月から各  

年金制度共通の基礎年金番号を導入。  

○基礎年金番号の活用により、的確・迅速な年金相談・裁定事務の実施、制度間調整による過払い防止など、被保険者・  
受給者に対するサービスの向上が図られている。  

※基礎年金番号は10けたの番号で、付番されると番号は生涯変わらない。付番件数は10，426万件（平成18年5月現在）  

※どの社会保険事務所や共済組合が発行したかを示す4けたの「記号番号」に、個人を識別する6けたの番号が続く。  
△△△△－000000  

（4けたの記号番号）（6けたの個人を識別する番号）  

1  
【今回の改正事項】  

1，基礎年金番号の法定化（事業運営改善法案において措置）  

○年金をはじめとする社会保障制度の業務を効率的に行うため、基礎年金番号を国民年金原簿及び厚生年金保険原簿の  

記載事項として法定化し、年金公法人の業務と他の社会保障に関する業務の連携を図るため基礎年金番号を活用する。  

・裁定請求書の事前送付や届出漏れの防止、届出の簡素化など年金業務で活用  

・障害年金と傷病手当金の併給調整など年金と他の制度との調整等に活用  

○基礎年金番号を適正に活用するため、住民基本台帳法に準じて、番号の告知要求制限等の措置を講じる。   

2．年金個人情報の利用及び提供の制限（年金公法人法案において措置）  

○基礎年金番号を含む年金個人情報の利用・提供について、次の場合のみ、年金公法人による利用・提供を認める。  

①年金事業の運営のため必要な場合  

②法律の規定に基づき利用・提供しなければならない場合  

③年金公法人が利用・提供する相当な理由があると認められる場合   
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強制徴収の実施 ⇒不公平感の解消と波及効果  

納めやすい環境づくり  
の整備  

16年度  17年度  
172，440件   

納付等  18，349件   

財産差押え   565件   用 ：35：  

・最終催告状は当該年度に警手し発行した件叡   ：的に   

納付督励の実施  

催告状（手紙）   
H16年度 4021万件   
H17年紀 3．418万件  

○口座振替の推進  
O口座振替割引制度の導入（H17．4～）  

（口座振替率）  

16年度末 17年度末  18年度末日標  

37％ → 40％ → 42％  
651万人  660万人  

○任意加入者の口座振替の原則化  
（H20．4′））  

○コンビニ納付の導入（H16．2～）  

17年度利用状況 589万件  

○インターネット納付の導入（H16．4～）  

17年度利用状況 14万件  

○クレジットカード納付の導入  

納付等、財産差押え件数は、平成18年12月末現在  ：実施可言巨な体  電  話   
H16年度  649万件   
H17年度  823万件  

効率化により強制徴収へ要員シフト  
戸別訪問（面談）   
H16年度1、341万件   
H17年度 1．774万件  

○電話納付督励の外部委託（H17．4～数値目標設定）  

○面談による納付督励に成果主義を導入（H17．10～）  

○市場化テストによる民間ノウハウの活用（H17．10～）  

集合徴収（呼出）   
H16年瞳1，929万件   
H17年昏1．952万件  

全社会保険事務所単位で行動計画の策定・進捗管理（H16．10～）  

免除などの周知■勧奨   

免除や学生納付特例（学生の闇の保険料納付を猶予し後で納付できるしくみ）を周知・勧奨し、年金権を確保、  

年金額を増額  （H19年度へ′）  

○税申告時の社会保険料控除証明書   
の添付義務化（H17．11～）  

ハローワークとの連携による失業者への免除制度の周知（H16．10～）  0
0
0
0
0
 
 
 

若年者納付猶予制度の導入（H17．4～）  

免除基準の緩和・免除の遡及（H17．4～）  

申請免除手続の簡素化（H18．7～）  

多段階免除制度の導入（H18．7～）  

○革定免除手続の簡素化（H19年度～）  

○学生納付特例の申請手柄の簡素化（H20．4～）  

広報・年金教育等  
○年金制度の安心感、有利性をわかりやすく伝え国民の不安を払拭 ○学生・生徒に対し、年金制度の意義等に関する理解を促進 ○ねんきん定期便等、きめ泉拍、い情報・サービスの提供  

※下線部は、今般法律等により新たに措置する事項  
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公的年金制度全体の納付状況等  

○ 未納者（平成17年度末までの過去2年間の保険料が未納となっている者）は約374万人、   

未加入者は約27万人。   

公的年金加入対象者全体でみると、約94％の者が保険料を納付（免除を含む。）。  

※ 未納者と未加入者を合わせた約401万人は、公的年金加入対象者数の5．7％。  

《公的年金加入者の状況（平成17年度末）》  

（注）1平成18年3月末現在。第1号被保険者には、任意加入被保険者（33万人）を含めて計上している。   

2 公的年金加入状況等調査の平成13年結果及び平成16年結果を線型按分した推計値。   

3 未納者とは、24か月（16年4月～18年3月）の保険料が未納となっている者。  

4 平成17年3月末現在。   

5（）内は、時点が異なる数値を単純合計して得られた暫定値。  
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平成17年度の国民年金保険料の納付率等について  

～納付率は下げ止まりから反転へ～  

納付月数  
納付率（％）二  ×100  

納付対象月数  

納付対象月数とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除  

月数・学生納付特例月数・若年者納付猶予月数を含まない。）であり、納付月数はそのうち当  

該年度中（翌年度4月末まで）に実際に納付された月数である。  

0
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納付率の推移  

14年度   15年度   16年度   17年度   

14年度分保険料  62．8％  65．4％  66．9％  

15年度分保険料  63．4％  65．6％  67．4％   

16年度分保険料  63．6％  66．3％   

17年度分保険料  67．1％   

※時効前（納期から2年以内）に納付する者を含めると約7割が納付  

（目標納付率）  

16年度自標  17年度目標  18年度目標  19年度目標   

65．7％   69．5％   74．5％   80．0％   

0
 
 

15年8月に園民年金特別対策本部において、中長期的な目標納付率（80％）を設鼠  

16年10月に行動計画において、年度別の目標納付率を設定。   
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国民年金保険料に係る納付環境の整備について   

国民年金保険料の収納に関しては、口座振替の利用を促進するとともに、納めやすい環境を整備するため、コ  

ンビニエンスストアやインターネットによる保険料の納付を実施している。等般、これらに加えて、クレジット  

カードによる保険料の納付について、平成19年度中の実施が可能となるよう法的整備を進める。  

1．口座振替   

保険料の割引（平成17年4月から実施）や納め忘れの防止などのメt」ットを周知することにより、口座  
振替による納付の促進を園る。   

【口座振替の利用率】  

【平成16年度末】 37％  【平成18年度末目標】 42％   【平成17年度末】 40％  

2．コンビニ納付  （平成16年2月から実施）  

（利用状況）  

平成16年度  

平成17年度  
347万件  
589万件  

3．インターネット等を活用した電子納付  （平成16年4月から実施）  

7万件   

14万件  

（利用状況）  

平成16年度  
平成17年度  

4．クレジットカード納付の導入  （平成19年度中に開始）〈改正事項〉  

クレジットカード納付を導入し、事務の効率化と納付率の向上を図り、口座振替による納付と合わせて、利  

用率50％を目指す。  
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社会保険料（国民年金保険料）控除証明書の発行について  

1 概要   

○ 平成17年分の所得から、国民年金保険料について社会保険料控除として申告する場合は、納付したことを証明する   

書類を年末調整又は確定申告の際に添付等することが義務付けられた（所得税法等の一部改正）。   

○ このため、平成17年度から、国民年金保険料の納付額を証明する書類として、「社会保険料（国民年金保険料）控   

除証明書」を発行した。   

2 発行の時期と対象者   

①1■1月発行分 平成17年1月1日から9月30日までの間に保険料の納付があった方に、平成17年11月2自力＼  

ら11月4日までの問に発送（約1350万通）   

②2月発行分  平成17年10月1日から12月31日までの闇に、平成17年中はじめての保険料の納付があった  

方（①で発行済みの方を除く。）に、平成18年2月1日力＼ら2月3日までの闇に発送（約78万通）   

3 控除証明書に関する照会対応   

控除証明書専用ダイヤル罷LO570－00－9911（平日9：00～17：00）を設置して対応した（平成17年11月   

4日から平成18年3月17日まで）。   

○ 控除証明書専用ダイヤルの実施状況（平成17年11月4日から平成18年3月17日まで）   

※ 社会保険事務所等で対応した件数を除く。  

総入電数：268，430件、総応答呼数161，490件（応答率60％）  

照会内容内訳（重複カウントあり）  

〔 

控除証明書に係る一般な照会  137，397件  

国民年金等に関する一般的な照会   15，525件  

その他の照会  19，771件  

再発行件数（控除証明書専用ダイヤルに限る）57，792件  
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国民年金保険料の強制徴収について  

【取組】   

十分な所得がありながら、度重なる納付督励に応じない未納者に対しては、きちんと保険料を納めていただいている方との  
公平の観点から厳正な対応が必要。   

こうした観点から、上記のような未納者に対し、強制徴収の着手を推進しており、対象を逐次拡大していくこととしている。  

【実績】   

最終催告状を送付した（強制徴収のプロセスに入る）件数。   
15年度 9，653件 ⇒16年度 31，497件 ⇒17年度172，440件  

【今後の取組】  

18年度は、最終催告状を35万件とし、将来的には人員体制を整えた上で60万件を目標に実施を目指す。   



国民年金保険料収納事業にかかる市場化テストモデル事業について  

「規制改革・民間開放の推進に関する第1次答申」（平成16年12月24日規制改革・民間開放推進会議）に墨っき、社会保険庁が実施している国民年金  

保険料の収納業務のうら、強制徴収や免除勧奨を除く納付醤励業務等を包括的に委託し、民間事業者の創意工夫やノウハウの活用により、収納率の向上を図  

るとともに、当該業務の質及びコストに関する官民間の透明・中立・公正な比較を実施する。  

2．委託の範囲   

国民年金保険料の未納者に対する納付督励業務、被保険者からの委託に基づく保険料の納付受託業務、口座振替の獲得業務、記録の管理及び報告を包括的  
に委託。  

3．対象社会保険事務所及び受託事業者  

（1）平成17年度′）  

討箸所＋（実旗塵愕：平成17年10月～平成18年9月）  

（2）平成18年度（継続分）（受託事業者は新たな入札により決定）  

5箇所く実施期間：平成18年10月～平成19年9月）  
（三方ム前社会保険事務所（青森）  

②宮崎社会保険事務所（宮崎）  

③足立社会保険事務所（東京）  

④熱出社会保険事務所（愛知）  

⑤平野事務所（大阪）  

）  

）  

E弓ム前社会保険事務所（青森）  

②足立社会保険事務所（東京）  

③熱田社会保険事務所（愛知）  

④平野事務所（大阪）  ）  

（株）もしもしホットライン  

（株）トライアイ  

エー・シー・エス債権管理回収（株）  

⑤宮崎社会保険事務所（宮崎） （株）もしもしホットライン  

（3）平成18年度（新規分）  

30箇所【拡大】 （実施期間  

①茨城地区（水戸北、水戸南）  

②埼玉中北部地区（熊谷、浦和）  

③埼玉中西部地区（川越）  

④干葉北部地区（佐原、松戸）  

⑤干葉南部地区（木更津）  

⑥東京東部地区（上野、江戸川、  

：平成18年7月～平成19年9月）  

…（株）もしもしホットライン  

‥（株）もしもしホットライン  

‥（株）もしもしホットライン  

‥（株）もしもしホットライン  

‥（株）トライアイ  

荒川、墨田、潜）…（株）もしもしホットライン  

⑧神奈川地区（厚木、相模原、横須賀、鶴見）…（硯もしもしホットライン  

⑨愛知地区（名古屋西）  …（硯もしもしホットライン  

⑯京都地区（下京）  ‥・エー・シー・エス債権管理回収（株）  

⑪大阪地区（難波、今里、福島、大手前、城東）・‥（株）もしもしホットライン  

⑫兵庫地区（三宮、兵庫）  ‥・エー・シー・ エス債権管理回収（株）  

⑱福岡地区（中福岡）  …（株）トライアイ  

⑦東京西部地区（新宿、渋谷、武蔵野）…エー・シー・ エス債権管理回収（柵  

4．公共サービス改革法  

O「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（以下「公共サービス改革法」という。）」において、国民年金保険料の収納事業が対象事業として   

規定された。  

○上記モデル事業終了後は、引き続き公共サービス改革法に基づく国民年金保険料収納事業として実施を予定。  

（平成19年10月より、95箇所を対象として実施予定）  
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ハローワークと連携した国民年金の手続等の周知について  

ハローワークとの連携により、失業者に対し、国民年金の種別変更の手続や特例免除制度の周知を図っている。  

（1）社会保険事務所等が協力を依頼している事項  

① 雇用保険受給者初回説明会等（以下「初回説明会等」という。）における周知  

初回説明会等において、種別変更届及び保険料免除制度に関するチラシ、保険料免除申請書等の用紙を配布。  

必要に応じて初回説明会等に社会保険事務所の職員等を派遣し、国民年金の手続等について説明。  

② ハローワークの窓口における周知  

種別変更届及び保険料免除制度に関するチラシ、保険料免除申請書等の用紙を窓口に備え付け、必要に応じ失業  

者等に配布。  

（2）実施状況（平成18年5月末時点）  

○ 届出周知用チラシ、保険料免除申請書等用紙の配布  合計 574か所（総数 591か所〈18年5月末現在〉）  

（初回説明会等で配布しハローワークにも備え付け464か所、 初回説明会等で配布のみ44か所、 備え付けのみ66か所）  

○ 初回説明会等における手続の周知  合計 240か所  

（ハローワーク職員が説明123か所、社会保険事務所職員が説明117か所）  

2．今後における連携強化  

○ 初回説明会等に派遣された社会保険事務所職員が、種別変更届等をその場で受理できるようにする（その場で受理で   

きない場合には、社会保険事務所あての封筒等をハローワーク職員力唱己布し届書等の送付先を周知する）こと。  

○ 初回失業認定時において受給者に対し手続を完了したかどうかを確認し、必要に応じてチラシ、保険料免除申請書等   

の用紙をハローワーク職員が配付して手続を周知すること。  
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若年者納付猶予制度について   

平成12年4月から学生納付特例制度が創設されたが、学生でない若年者については、本人の所得が低くても収入の  

ある親と同居している場合には保険料免除の対象となっていなかった。そこで、平成16年の年金制度改正において、  

このような若年者が将来無年金・低年金となることを防止するため、平成17年4月から、同居している世帯主の所得  

にかかわらず、本人及び配偶者の所得が一定以下の場合には保険料納付を猶予し、負担できることとなった時点で保険  

料を追納できる仕組みを導入した（10年間の時限措置）。  

1．対象者   （参考）所得（収入）の目安  

30才未満の第1号被保険者であって、本人及び配偶者の前年の所得が基準額（全額免除基準  

と同績）以下である者（世帯主の所得は判断の対象外）  

世業樟稜  

4人世帯（夫婦・子2人）  162万円（258万円）  

2人世帯（夫婦のみ）   92万円（157万円）   

単身世帯   57万円（122万円）   

2．基礎年金との関係  ※（）内は給与所得者の年収ベース  

（1）老齢基礎年金  

（2）障害基礎年金等  

納付猶予期間は、老齢基礎年金の受給資格期間に算入されるが、年金額の計算には反映されない（カラ期間）  

納付猶予期間中に障害となったり、死亡した場合は、障害基礎年金又は遺族基礎年金を支給  

3．申言責方法等   

（1）住民登録をしている市区町村役場の国民年金担当窓口へ申請書に必要書類を添えて申請（毎年度申請が必要。ただし、あらかじめ翌年度以降も若年   

者納付猶予を申請することを申し出た場合は不要）  

（2）承認される期間は、申請した年度の7月から翌年度の6月まで（申請した日が4月から6月の場合は前年度の7月から申請した年度の6月まで）  

4．追納   

納付猶予期間については、10年以内であれば保険料の追納が可能。ただし、承認を受けた年度から起算して、3年度目以降に追納する場合には、  

承認を受けた当時の保険料額に経過期間に応じた額を加算  

5．若年者納イ寸猶予者数  

平成18年3月末現在  34万人  
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多段階免除制度について  

1．趣 旨  

○ 平成16年の年金制度改正により、保険料を納付しやすい環境整備を図る観点から、被保険者の負担能力に応   

じたきめ細かな所得基準を設定した多段階免除制度を導入。  

2．多段階免除制度の内容（平成18年7月1日施行）  

○ 現行の全額免除と半額免除の2段階に4分の1免除及び4分の3免除の2段階を加え4段階とする。  

（将来の年金額）   

（国庫負担1／2の場合）  

超  10／10  

以下  7／8   

以下  3／4   

以下  5／8  

1／2   

（所 得 基 準）  （平成柑年6月まで）  （平成18年7月から）  

158万円（＋各種控除）  

158万円（＋各種控除）  

118万円（＋各種控除）   

78万円（＋各種控除）   

57万円以下  

※所得韓は単身者の場合  
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学生納付特例制度について   

20歳以上の学生については、平成3年度から国民年金が強制適用となり、保険料納付は親元世帯の所得を考慮する  

学生免除基準が適用されていた。しかし、学費や仕送りで負担の多い時期に国民年金保険料まで親が負担するのは経済  

的に大変といった意見等を踏まえ、平成12年4月から学生本人の所得が一定額以下の場合については、学生時代には  

保険料の納付を要せず、社会人になってから保険料が納付できる仕組みを導入した。  

1．対象者   （参考）所得（収入）の目安  

大学（大学院）、短大、高校、高専、専修学校、各種学校（修業年限が1年以上の課程に限る。）等  

に在学（夜間・定時制課程、通信課程も含む。）する20歳以上の学生であって、本人の前年の所得が  

所得基準額以下である者  

2．基礎年金との関係  ※（）内は給与所得者の年収ベース  

（1）老齢基礎年金  

（2）障害基礎年金等  

学生納付特例期間は、老齢基礎年金の受給資格期間に算入されるが、年金籠の計算には反映されない（カラ期間）  

学生納付特例期間中に障害となったり、死亡した場合は、障害基礎年金又は遺族基礎年金を支給  

3．中吉書方法等  

（1）住民登録をしている市区町村役場の国民年金担当窓口ヘ申請書に必要書類を添えて申請（毎年度申請が必要）  

（2）承認される期間は、申請した年度の4月から3月まで  

4．追納   

学生納付特例期間については、10年以内であれば保険料の追納が可能。ただし、承認を受けた年度から起算して、3年度目以降に追納する場合に  

は、承認を受けた当時の保険料額に経過期間に応じた額を加算  

5．学生納付特例者数（年度末現在）  

（平成13年度）148万人  （平成14年度）154万人  （平成15年度）168万人  （平成16年度）173万人  （平成17年度）176万人  
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年金制度を理解していただ＜ための取組（広報）  

1 意義・目的   

年金制度の安定的な運営を図るために、国民が年金制度に抱いている漠然とした不信感を払拭し、年金制度に対する信頼を醸成するこ   
とが急務。  

2 現状の年金広報の概要   

年金広報の主な活動展開   

・ わかりやすい年金制度の説明（COMIC公的年金の配布）  

一 秋の年金週間や年度末の集中広報において新聞等を中心とした広報を展開  

チラシ等を作成し、通知書類に同封、戸別配布することによる広報を展開  

市区町村等が発行する機関誌への広告掲載依頼及び記者クラブ等への情報提供  

社会保険庁ホームページでの広報  

3 新たな取組   

○ 統一的な広報素材を作成して、より効果的・効率的な広報を行うこととし、平成17年度においては、  

国民年金の実力、安心、お得などの訴求ポイントを解説した「総合パンフレット（国民年金って実は－ ‥）」  

一 被保険者の個々の関心事項に適確に応えられる「目的別チラシ」（数種類）   

を作成して、年金制度を理解していただくための取組を推進。   

○ 今後の展開としては、上記「総合パンフレット」等を基として、   

・年金制度を分かりやすく解説した「年金ネット番組」を社会保険庁ホームページから配信（平成18年4月）  

■ 社会保険庁ホームページに「キッズページ」を作成（平成18年度）   

・全国統一で使用する「年金被保険者のしおり」を作成して、年金手帳に同封することを検討（平成19年度）  

等の取組を行うこととしている。  
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4 実施内容（平成17年度）  

月   広報契機等   広報の手法及び広報媒体  広報テーマ   

17年  
○国民年金保険鞘酬寸案内書同封用チラシ  

・前納及び口座振替の勧奨  

4月  ・保険料改定の周知   

7月  ○免除申請   ○国民年金保険料納付案内書（前年免除者）同封用チラシ    ・免除申請の勧奨   

8月  ○納入告知書（事業主）同封チラシ  ・厚生年金保険料改定の事前周知   

9月  ○厚生年金保険料率の改定  

○納入告知書（事業主）同封チラシ  ・年末調整で必要となる国民年金の社会保険料控除証明書の  

発行に係る周知  

10月  
秋の年金広報  秋の年金広報（年金週間11／6～11／12）  

■新聞5段広告  ■社会保険料控除証明書の発行の周知  

・若者向け雑誌、タウン情報誌への広告掲載  ・ねんきんダイヤル導入の周知  
○社会保険料控除証明書の  

など  ・年金制度の基礎的事項に係る周知  
11月  発行  

○年金週間  

18年  

1月   額及び前年割引の確定  

2月  

年度末の年金広報  年度末の年金広報  

・新聞5段広告  一口座振替での前納の勧奨  

・地域情報紙（リビング紙）への広告掲載  ・国民年金保険料植改定の事前周知  
3月  など  ・制度改正事項の広報  

各学校・市町村窓口ヘの配布用リーフレット・ボス    生納付特例制度の周知   

※ 主な実施内容であり、社会保険庁ホームページでの広報や市区町村広報誌（紙）への広告掲載依頼等は記載していない  

※ 新たな取組（「総合パンフレット」等の作成）は除いている  

※ 2月以降については、現時点の計画内容を記載している  

－13－   



年金教育の推進について  

1 意義■目的   

○公的年金制度の基本理念である「世代と世代の支え合い」の考え方について、とかく年金に対する意識が低くなりが   

ちな若年層を中心に国民各層の幅広い理解を得ることが、将来に向けての制度の安定的な運営を図るうえで不可欠。  

このため、これからの年金制度を担う生徒に対して公的年金制度の仕組み、基本理念を正しく理解してもらうべく、   

学校教育の場における年金教育を推進。  

2 実施内容   

①中学・高等学校の社会科等の担当教員を対象に「年金セミナー」を開催し、  

・公的年金の意義・役割等について社会科の授業で取り上げてもらうこと  

・生徒に対する「年金セミナー」を実施させてもらうこと  

を要請。また、「年金セミナー」実施のための教材として生徒用副読本を配付。  

②平成15年度から、社会保険関係者及び教育関係者で構成する「年金教育推進協議会」を各社会保険事務局に設置し、  

■教育委員会等との連携強化と地域や学校等の実情に応じた効果的な年金教育を実施するための体制を確保  

■「年金セミナー」を実施する年金広報専門員について、教育関係者との繋がりが深く、かつ、教育現場に精通し  

た教育関係者等の人材を確保   

を実施。  

③大学での年金教育の実施   

・大学生に対する公的年金制度への参加意識の醸成を図るため、平成17年度にモデル実施した大学での年金セミ  

ナーの結果を踏まえながら、18年度以降において全国展開を図る。  
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3 実施状況  

平成15年度  平成16年度  平成17年度  

（実績）  （実績）  （実績）  

学校数  割合（％）  学校数  割合（％）   学校数  割合（％）   

全国の中学・高校の学校数  16，584   100．0  16，531   100．0  16，453   100．0  

教員を対象とした年金セミナー  7，464   45．0   9，189   55．6  12，095   73．5   

生徒を対象とした年金セミナー  3，170   19．1   3，616   21．9   4，722   28．7  

年金広報専門員が行うセミナー   1，263   7．6   1，578   9．6   2，190   13．3  

教員が直接生徒に行う年金教育   1，907   11．5   2，038   12．3   2，532   15．4   

46県132人  47県160人  46県170人  
年金広報専門員数  社保OB49、学校OB83   社保OB52、学校OBlO8   社保OB44、学校OB126   

注1）学校数は、文部科学省発表の学校基本調査（各年度5月1日現在）の学校数である。  

注2）割合は、学校数（全国の中・高校数）に対する年金教育の率である。  

注3）年金広報専門員の委嘱人数は、各年度末現在の人数である。  
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年金相談及び年金個人情報提供の実施状況について  

オンライン  ※相談件数等は平成17年度  
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ねんきん定期便の概要について   

保険料納付実績や年金額の見込みなど、年金に関する個人情報を被保険者に分かりや  
すく通知する。（平成16年年金制度改正）  

1対象者 国民年金、厚生年金の全ての被保険者  

■通知内容  

（1）全年齢共通の事項  

（弧加入期間  

・基礎年金（第1号、第2号、第3号被保険者期間）の加入月数、納付済月数  

・厚生年金の加入月数  

②これまでの加入実績に応じた年金見込額  

③保険料の納付額（被保険者負担分）   

（2）年齢に応じた事項  

④35歳、45歳及び58歳の者には、加入履歴  

⑤50歳以上の者には、現在の加入制度に引き続き加入した場合の将来の年金見込額  

⑥50歳未満の者には、年金額早見表  

⊥送付周期 毎年、誕生月に送付  

■実施時期 平成20年4月 ※ただし、一部について先行実施  
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ねんきん定期便の導入スケジュール  

誕生月に加入期間、保険料納付籠、  

加入実績に応じた年金見込額を通知   

誕生月に加入期間、保険料納付額、  

加入実績に応じた年金見込額を通知   

誕生月に加入期間、保険料納付額、  

加入実績に応じた年金見込額を通知   

誕生月に加入期間、保険料納付額、   

加入実績に応じた年金見込植、   

将来の年金見込額を通知   

込額、将来の年金見込額を通知   
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「社会保険庁は変わります」宣言 （Pa r t3）  

平成19 年 4 月 3 日  
社会保険庁長官 村瀬 清司  

（1）第一ステージ ー改革の着手  

平成16年夏より開始した社会保険庁改革は、今年で丸3年を迎えます。  

当初は、各方面から様々な指摘・批判をいただき、不祥事への対応に追   

われながら、まずは、その一つ一つに真撃に耳を傾け、できることから速   

やかに改善する取組に着手しました。  

平成16年8月に社会保険庁改革推進本部を設置し、11月には、80   

項目の改革メニューを掲げた「緊急対応プログラム」を策定し、「社会保険   

庁は変わります」宣言を公表し、①国民サービスの向上、②予算執行の透   

明性の確保、③個人情報保護の徹底、④保険料徴収の徹底、⑤組織の改革   

の5つの柱にわたる改革に着手しました。  

（2）セカンドステージ ー改革の充実一発展  

組織改革については、内閣官房長官の下の「社会保険庁の在り方に関す   

る有識者会議」や与党において、平成17年5月末に改革の方向性が示さ   

れたことから、これを受け、6月に「社会保険庁は変わります宣言（part   

2）」を公表し、平成17年度からの期間を「改革のセカンドステージ」   

と位置づけ、もう一段の業務改革・組織改革・意識改革を進めました。  

9月には、120項目の「業務改革プログラム」を策定し、「行政サー   

ビスのトップランナー」を目指し、年金相談や年金個人情報の提供サービ   

スの充実、保険料の強制徴収業務の強化や、市場化テストモデル事業、新   

人事評価システムの導入など、改革の取組を充実・発展させました。  

（3）第三ステージへ 一改革の成熟  

今般、年金運営新組織の非公務員化・法人化という新たな方針の下で、   

新たな法案を国会に提出したことから、これを機会に、「業務改革プログ   

ラム」を改定するとともに、全国の職員の議論の積み上げで「社会保険庁   

改革リスタートプラン」を策定し、私から「社会保険庁は変わります宣言   

（part3）」を公表し、平成19年度からの期間を「改革の第三ステージ」   

と位置づけ、改革の取組を成熟させ、総仕上げを図ってまいります。  
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第2 改革の第三ステージにおける取組   

新組織の発足までの間に、以下の事項を重点としつつ、160項目の改革  

メニューを掲げた「業務改革プログラム」に取り組んでまいります。  

1．サービスの向上  

（1）年金個人情報の提供及び年金記録の整備  

年金記録は、一生涯にわたる年金制度の信頼の基礎であり、国民の皆様   

からお預かりした大切な記録の管理に万全を期しています。  

しかし、平成9年の基礎年金番号の導入以前には1人に複数の年金番号   

が発行される制度であり、これを基礎年金番号に統合するために年次計画   

で照会させていただきましたが、回答をいただいていない方々も多数おら   

れます。また、過去においては、事業主や被保険者から正確な届出がされ   

ていないものもあります。  

このため、年金の支給開始のための裁定手続時に、ご本人に加入記録を   

確認していただき、記録を整理した上で、給付の決定をすることとしてい   

ますが、早い時期に確認し、ご安心していただけるよう、   

①58歳に到達された方への加入記録の事前通知（平成16年3月～）   

②インターネットを活用した加入記録の即時提供（平成18年3月～）   

③「ねんきん定期便」（保険料納付実績や年金見込額などを定期的に分か  

りやすく通知する仕組み）の導入（平成20年度～、平成19年3月から   

一部先行実施）   

など、事前に記録をご確認いただける機会の充実に努めてまいります。  

また、平成18年8月に開始した「年金記録相談の特別強化体制」につ   

いては、当面継続して実施し、年金記録に不安や疑問をお持ちの方には、  

積極的にご利用いただきたいと考えております。  

（2）窓口の混雑緩和と、団塊世代の年金裁定への対応  

昭和22年～24年生まれの団塊世代の方々が、今年から順次、60歳   

をお迎えになり、年金相談や年金の裁定請求の手続きに社会保険事務所に   

来られるお客様が急増しています。  

このため、58歳時の加入記録の通知や、あらかじめ必要事項を印字し   

た年金裁定請求書用紙のお客様への事前送付（ターンアラウンド）のほか、  
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できるだけ社会保険事務所にお越しいただかなくてもよいよう、インター  

ネットによる年金個人情報の提供、ネットワーク化により空いている拠点  

に電話をつなげる「ねんきんダイヤル」の実施などに取り組んできました  

が、さらに、平成19年度以降、電話を集中的に受け付ける「総合コール  

センター」を全国数カ所に整備し、社会保険事務所の来訪窓口や、電話相  

談の混雑緩和を図ります。  

（3）業務の標準化  

社会保険事務所等の職員は、平成12年に至るまで、国家公務員であり   

つつ都道府県庁の組織に置かれ、知事の指揮監督を受ける地方事務官であ   

ったことから、事務局・事務所で独自の判断に基づく事務処理が行われて   

きました。  

これを是正し、サービスの標準化と適正な事務処理の確保を図るため、   

平成18年10月から、各種届書の様式や添付資料の共通化、事務処理方   

法の統一など、全国統一の「業務処理マニュアル」の運用を開始したとこ   

ろですが、今後、更に業務品質の向上を図るべく、マニュアルの精緻化・   

拡充に努めます。  

2・公平で確実な適用・徴収の実施  

公的年金は、20歳以上の全国民を強制加入の対象として、世代間扶養   

と所得再分配を行う制度であり、制度加入手続や保険料徴収は、法令に基   

づき確実に行われる必要があります。   

公平で確実な適用・徴収こそが、国民全体に対する極めて重要なサービ   

スであると考え、その徹底に努めます。  

（1）国民年金保険料の納付率の向上   

（D国民年金保険料の納付率  

国民年金の未納暮未加入者は公的年金加入対象者の5．7％（平成17   

年度）であり、国民全体で支えられている基礎年金の財政に直ちに大き   

な影響を与えるといった状況にはありません。しかしながら、世代間扶   

養で成り立っている公的年金制度において、負担の公平は何よりも重要   

です。負担能力がありながら保険料を払わない方や負担能力が乏しいの   

に免除等の申請を行わず未納者のままとなっている方の存在をいかに減   

らしていくか＝納付率をいかに高めていくか、は極めて重要な問題です。  
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＊ 平成15年度に約440万人であった未納者数は、平成17年度には約370万   

人に減少しています（そのうち約130万人は、本来は免除等に該当するのに申   

請を行っていないため未納者となっている方々です）。   

＊ 一方、平成4年度に約190万人であった未加入者数は、20歳到達者に対する職   

権適用等の取組により、平成17年度には約30万人にまで減少しています。   

＊ 各般の対策により、納付率は、平成17年度には前年度比3．5％増の67．1％   

にまで回復しました。さらに納付期限から1～2年遅れて納付する方も多数おら   

れ、その分を含めると現状で7割を超える納付率となっています。  

②納付率向上のための基本戦略  

平成16年度以降に実践してきた納付率向上のための基本戦略は、  

（a）給付に大幅な国庫負担が入る国民年金が安全で有利であることを国  

民に分かり易くお知らせするとともに、  

（b）納めやすい環境を整備して未納を防止し、  

（c）未納者に対しては、市町村から提供を受けた所得情報を基に、  

①民間委託も活用しながら、効果的な納付督励を実施した上で、  

②十分な負担能力があるにもかかわらず、納付督励に応じない未納者  

には、強制徴収を実施する一方、  

③免除基準等に該当する方には、免除等の申請勧奨を行い、年金受給  

権に結びつけていくことにあります。  

③強制徴収の拡大  

とりわけ、制度の信頼性・公平性の確保という観点から、強制徴収の   

大幅拡大に重点を置き、保険料を必ず納めていただくことを、社会に定   

着させていきたいと考えています。  

国民年金保険料の強制徴収は、平成15年度から本格的に開始したと   

ころであり、弓垂制徴収の開始手続である「最終催告状」の送付件数では、   

平成15年度の約1万件程度から、平成17年度は約17万件に拡大し、   

平成18年度は約30万件を超える状況です。平成19年度からは、最   

終催告状の送付から差押までの強制徴収の取組の対象者を約60万件へ   

と大幅に拡大して実施してまいります。  
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（卑）厚生年金・健康保険の未適用事業所の適用促進  

未適用事業所の適用促進については、雇用保険の事業所情報等の活用に   

より未適用事業所を把握し、重点加入指導等を行うとともに、職権で加入   

手続を行う取組も順次拡大してきました。  

それでも多数の未適用事業所が存在することから、平成19年度からは、   

社会保険事務局ごとに適用促進に関する目標設定やその達成に向けた具   

体的な計画の策定を行い、重点加入指導や職権適用を強化してまいります。  

3．事務処理の効率化及び予算執行の透明化   

社会保険オンラインシステムの刷新、業務の集約化、電子申請の利用促進、  

外部委託の拡大により、効率的な事務処理体制を確立するとともに、予算執  

行の透明化を図ります。  

（1）社会保険オンラインシステムの刷新  

約7千万人の被保険者と約3千万人の受給権者、約160万の適用事業   

所の方々を相手として、申請・届出の処理、保険料の徴収、記録の管理、   

年金の裁定・支給等を行う膨大な量の事務処理を、オンラインシステムを   

利用して行っていますが、平成18年3月に策定した「社会保険業務の業   

務・システム最適化計画」に基づき、現行の旧式（レガシー）システムを   

刷新することとしています。  

平成23年1月の稼働を目指して、現在、基本設計を進めており、これ   

が実現すれば、手作業処理のシステム化、既保有情報の活用、他の公的機   

関とのデータ連係等による大幅な業務効率化を図ることができるととも   

に、システムの運用コストも約3割削減できます。  

（2）業務の集約化  

これまで、都道府県単位の各社会保険事務局に事務センターを設置し、   

社会保険事務所ごとに行っていた入力、発送等の定型的な業務を集約した   

上で、外部委託を推進してきました。これに加え、昨年より、年金給付や   

健康保険給付の審査等の業務も、都道府県単位に集約化して効率化する取   

組を進めています。  
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今後、この取組を進めるとともに、システム刷新後においては、広域の  

ブロック単位で、入力、審査、決定、発送等の事務処理の集約化を拡大し、  

大規模な事務処理センターで、外部委託を最大限活用しながら、効率化を  

徹底した業務処理を確立することとし、その準備を進めてまいります。  

（3）電子申請の利用促進  

社会保険関係の総申請件数は、年間約1億2千万件に達し、そのうち適   

用関係6手続（資格取得届、資格喪失届、算定基礎届、月額変更届、賞与   

支払届、厚生年金被保険者住所変更届）が全体の5割を超えており、この   

手続が電子申請により行われれば、事業主の利便性の向上と事務処理の効   

率化に大きな威力を発揮します。  

このため、上記の適用関係6手続については、平成18年3月に政府と   

して策定した「オンライン利用促進のための行動計画」に基づき、平成   

20年度までに電子申請の利用率を25％以上とするという目標の実現   

に向けて、電子申請の利用促進に取り組みます。  

（4）外部委託の拡大  

これまで、届出等の入力、通知書等の発送や、システムのプログラム開   

発や保守管理等については、積極的な外部委託を行ってきました。  

平成17年度から更に、国民年金保険料の電話や戸別訪問による納付勧   

奨の業務、厚生年金・健康保険の未適用事業所の把握と加入勧奨の業務、   

一般的な電話相談の業務について、市場化テストモデル事業を行い、外部   

委託化に着手しました。  

未適用事業所の把握と加入勧奨の業務の外部委託については、平成19   

年度に全国312箇所全ての社会保険事務所に拡大します。  

また、一般的な電話相談業務も、平成19年度以降、総合コールセンタ   

ーを整備し、外部委託化します。 

国民年金保険料の納付勧奨の業務については、モデル実施により、人件   

費を中心にコストダウンが達成された一方で、目標水準が低かったことや   

委託事業者が電話勧奨を中心とする実施方法をとったことなどにより、納   

付率の向上に必ずしも結びつく納付月数の確保に至らなかったことから、   

今後、委託方法等の見直しを行った上で、全国的に展開してまいりたいと   

考えています。  
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（5）予算執行の透明化  

これまで、保険料の使途や、予算執行の在り方について様々なご指摘を  

いただいたことから、予算編成過程での厳しい査定や、執行段階での調達  

委員会による厳正な審査により、徹底した無駄の排除を行いました。  

今後は、この取組に加えて、国庫と保険料財源の別ごとにその使途を社   

会保険庁のホームページにおいて公表し、予算執行の透明化を図る取組を  

進めます。   

年金事務費については、平成17年度より、財源区分の整理を行い、  

①職員人件費や内部管理事務経費は、国庫負担  

②適用・徴収・給付等の保険運営に直接関わる経費は、保険料負担  
としています。   

また、国会に提出している国民年金事業等の運営改善法案では、これ  

まで年金福祉施設等の根拠規定となってきた「被保険者の福祉を増進す  

るために必要な施設をすることができる」旨の規定を廃止し、年金相談、  

情報提供、年金教育・広報等の年金給付に関係する事業に法律上限定す  
ることとしています。  

4．職員の意識塵革と能力本位の人事政策の推進   

（1）社会保険庁改革リスタートプラン  

改革のリスタートを切るためには、全ての職員が、これまでの業務の進   

め方を見直し、「自ら変わる」という強い決意を持って、改革に臨むこと  
が必要です。  

そのため、庁内に「改革リスタートプロジェクト」を立ち上げ、   

①全国約2万8千人の現場の職員一人一人が、今後の社会保険庁の在り  

方に関する自らの考えを「わたしのリスタートプラン」として提出し、   

②長官と本庁幹部職員が全国の職場を訪問して「長官と本音で語ろう」  

トーキングを行い、   

③全国の職場で管理職が個々の職員と率直な意見交換を行う「全職員対  

話キャンペーン」を行うとともに、これを踏まえたそれぞれの「組織運  

営方針」を策定・開示し、   

全職員参加の下で意見を出しあい、「自ら変わります。社会保険庁を変え   

ます。」を標語とする「社会保険庁改革リスタートプラン」をまとめました。  
今後、職員一人一人が本プランに基づく実践を重ねながら、意識や仕事  

の進め方等の改革を進めます。  
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（2）能力t実績に基づく新人事評価制度  

社会保険庁では、能力主義・実績主義に立った独自の新しい人事評価制   

度を導入し、平成17年度から管理職を対象に試行を実施した上で、18   

年度から管理職を対象とした本格実施及びその他職員を対象とした試行   

を実施したところです。さらに、平成19年度から、全職員を対象に本格   

実施し、評価結果を、実際の給与や昇格、適材適所の人事に反映させてい  

きます。  

この取組を通じて、職員1人1人が組織内における自らの責任と役割を   

明確に自覚し、組織目標の達成に向けて努力することにより、組織力の向   

上を実現するとともに、評価の結果に基づき民間的なメリハリのある職員   

人事を行い、努力した職員を適正に評価し、業務改善に向けた意欲を高め  

ます。  

（3）能力本位の新たな人事政策の断行  

社会保険庁の組織力を向上させるキーポイントは、有能な管理職を育成   

し、配置することです。年功序列を排し、組織管理能力・業務処理能力に   

優れ、かつ、リーダーシップを発揮できる者の登用を徹底します。  

また、業務を担う有能な人材を育成・登用する計画的な人事ローテーシ   

ョンや、昇格と合わせた研修制度を整備します。  

L社会保険庁改革関連法案の国会提出  

社会保険庁改革については、昨年末に与党から示された改革方針に基づ   

き、先般3月13日、日本年金機構法案と国民年金事業等運営改善法案の   

新たな改革関連2法案を国会に提出しました。  

なお、政府管掌健康保険の公法人化については、昨年6月に健康保険法   

等の一部改正法が成立しており、船員保険制度の見直しについては、今国   

会に雇用保険法等の一部改正法を提出しています。  
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これらによれば、まず、平成20年10月には、   

①健康保険の新たな保険者である「全国健康保険協会」（非公務員型公法人）   

②保険医療機関の指導監督等の部門（地方厚生局）   

が社会保険庁から分離し、平成22年1月には、   

③公的年金の運営業務を担う「日本年金機構」（非公務員型公法人）   

④公的年金の財政責任・管理運営責任を担う部門（厚生労働省）   

に業務を移行させ、また、船員保険は労働保険と全国健康保険協会に移管  
し、社会保険庁は廃止となります。   

2・全国健康保険協会の設立を見据えた取組の堆進   

平成20年10月の全国健康保険協会の設立を見据え、保険者機能の強化   

を図り、地域の被保険者等の意見を反映した効果的な保健事業や情報提供の   
充実など被保険者サービスの向上を図るとともに、協会に業務を移管するた   

めの検討・準備を進めます。  

L年金新組織について   

国会に提出している日本年金機構法案によれば、設立委員による設立準備   

に先立ち、まずは、政府において、学識経験者の意見を聴いて、「機構が自   

ら行う業務」と「民間委託する業務」を振り分け、公的年金の新たな運営体   

制の基本計画を決定することとなっています。   

その際には、社会保険庁としては、学識経験者に対して、必要な資料・デ   

ータや、改革の現状の到達点と今後の展望をお示しし、真撃にご意見を何う   

とともに、年金運営業務の円滑な引継ぎに最善を尽くしてまいります。   

社会保険庁改革は第三ステージに入りました。   

国民の皆様からの真の信頼回復に向け、160項目の改革メニューを掲げ  

た「業務改革プログラム」を推進してまいります。   

また、職員一人一人が「社会保険庁改革リスタートプラン」に基づき意識  

を変え、仕事の進め方を変える実践を積み重ねつつ、改革に協力しない職員  

には去ってもらう覚悟を持ちながら、国民の皆様に「社会保険庁は変わった」  

と言っていただけるよう日々遭進します。  

新組織実現に向かって、社会保険の業務をできる限り高いレベルに引き上  

げてからバトンタッチできるよう、精一杯努力していくことを国民の皆様に  

お約束いたします。  
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